
日医発第75号（保16）

平成22年4月27日

都道府県医師会長殿

日本医師会長
　　原　中　勝征

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び

観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び

医療による療養に要する費用の額の算定方法等の一部改正

に伴う実施上の留意事項等について

　平成22年3月31日付で「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用

の額の算定方法の一部を改正する件」（厚生労働省告示第138号）が公布され、同年4月1

日から適用されました。

　標記につきましては、平成17年から指定医療機関に対して公費医療として実施されてお

りますが、健康保険法等の診療報酬点数表が改正されたことに関連して「医療観察診療報

酬点数表」の一部が改正されました。

　今回の改定の概要は下記のとおりであります。

　なお、公費医療に関して、入院は国立病院、都道府県立病院、独立行政法人の病院であ

る指定医療機関（私的病院は含まれない）が担当し、通院は私的病院を含む指定通院医療

機関が担当します。

　また、公費対象患者は裁判所が決定した者（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ

た者の医療及び観察等に関する法律第42条第1項第1号若しくは第2号、第51条第1項

第2号又は第61条第1項第1号の決定を受けた者）であります。

記

〔今回の改定の概要〕

○　社会復帰期にある入院対象者の地域移行を進めるため、社会復帰期に移行してから

　一定期間（概ね18か月以上）入院している場合、入院料について逓減を強化する。



○　入院から通院に円滑に移行できるよう、通院対象者の受入にあたってあらかじめ指

　定通院医療機関が行う調整を評価する。

○　保護観察所や関係機関等との連携を強化する観点から、指定通院医療機関から保護

　観察所や関係機関等への通院対象者の医療の情報提供等を評価する。

○　訪問看護ステーションが行う訪問看護については、健康保険法の診療報酬改定にお

　ける訪問看護の推進を踏まえて、医療観察法の訪問看護の見直しを行う。

以上

（添付資料）

1．官報（平成22年3月31目 号外第68号抜粋）

2．心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第83条

　　第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算定方法の施行

　　に伴う実施上の留意事項について

　　　　　　　　（平22．3．31障精発0331第4号等　厚生労働省社会・援護局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害保健福祉部精神・障害保健課長通知）

3．「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の取

　扱いについて」の一部改正について
　　　　　　　　（平22．3．31障精発0331第6号等　厚生労働省社会・援護局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害保健福祉部精神・障害保健課長通知）
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〔加 1后〕

O’急転副氷紗e弊懸P職十く樽型細に寝

　脚にい喫㌍e圏鋸霞め歴顧馳思趣b
　ゆ輝蝕堰く十一川艦搬U晋e環週足蝿

　ゆ遇鞭思高価ゆ瓢旺e罷Q猷製頼挺

　Q1籠狸諮旧bゆ赴
　（回1胡釈回1川く）

O蝕釧取回窺明日脂鰍1田川十く口吟

　舜璋劇氷帥e巽奨P倒→く麺慧知に寝脚に0喫撫e幽爆函嶺選憾即製認恒＠誕畿（日一慣→一隅世輝潔

髄十ゆ）堰く十ld蘇搬目凹e黙製息欄‘O動ず白樺副氷馳e解題P糊→く葎摯脚に遡捉にP喫椥e区燦燦

為躍簾帥想認恒9輝雌厭く→一川蘇蝦11晋e鰯蟹足枯ゆ困鑛想園いゆ叙旺Q隠e歓製襖斑（蒔選一←夢世

1髄釧独自細口1博臓川畑（十国ゆ）e1論脚気e柚。思潜旧⊃’降遷11十11塒91ロ1田灸①劇旺赫即。

　　降督11十11塒川町川十1［1ユ　　　　　　　　　　　　　　　　赴釧独演→く囲　剛欄　　暫

　品榔e蕪一惜撫一遍e想寸任「超える」脚「超え1年180日以内の」遅督£’「310点）を減算」eト

製「し、社会復帰期入院対象者入院医学管理料の算定を開始した日から起算して1年180日を超える

期間にあっては、1日につき所定点数から1，400点（法第49条第1項に基づく退院の許可の申立てを

行ってから180日を経過していない場合又は当該申立てについて法第51条第1項第1丹の決定がなさ

れた場合は、900点）を減算」如呂耐ゆ。

　霞網e搬一飯熾一塩e想頃岳r第3章」即r第4章」遅’r（平成18年厚生労働省告示第92号）」脚r（平

成20年厚生労働省告示第59号）」足搭倉ゆ。

　粛榔（∋搬一憎駅N温e想。つ任r第3章」細r策4章」足’r指導管理等」如r医学管理等」思’r及び

第12部放射線治療」捉「、第12部放射線治療及び13部病理診断」息継倉｝。

　誌榔Q搬一悟臓N量e想頃e気遅気e蝿’r・埋．昌破ゆ。

　　　注6　法第42条第1項第2号又は第51条第1項第2号による決定後に通院対象・者に対して円滑

　　　　　に通院対象者通院医学管理を行うため、当該通院対象者に係る法第38条（第53条において

　　　　　準用する場合を含む。）による生活環境の調査又は法策101条による生活環境の調整を拍当

　　　　　する保護観察所と調整の上、あらかじめ当該決定前に、当該対象者が入院している法第34

　　　　　条第1項の入院に係る医療機関（以下r鑑定入院医療機関」という。）又は指定入院医療機

　　　　　関から情報を収集し、通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整を実施した場合、前期

　　　　　通院対象者通院医学管理料の初回算定時に限り、所定点数に通院医学管理～」僧綱幣加算と

　　　　　して600点を加算す筒。ただし、当該通院対策者が入院していた鑑定入院医療機関又は指

　　　　　定入院医療機関が引き続き、指定通院医療機関として通院対数者通院医学管理を行う場合

　　　　　は加算することができない。

　　　注7　心神喪失等の状態で重大な他書行玲を行った新の瞑療及び観察等に関する法彿施行令

　　　　　（平成16年政令第310号。以下「令」という。）第12条の会議（以下「ケア会議」という。）

　　　　　に通院対象者通院医学管理を行う指定通院医療機関の職員が出席し、法第91条の規定に幕

　　　　　づき通院対象者の適切な処遇の実施に資するよう、精神障害者の医療、保健又は福祉に関

　　　　　する機関との連絡調整のため、保護観察所を含む関係機関に対して通院対象者の医療等の

　　　　　情報提供を行った場合、ケア会議の開催の都度、所定点数に通院医学管理情報提供加算と

　　　　　して450点を加算する。

　品榔e厭N惜顔哉eのe口細慧eふひい息諮£ゆ。

　　　ゴ　イ以外の場合

　　　　（1）30分以上の場合　400点

　　　　（2）30分未満の場合　330点

　霞網e澱N糾熈寂e§e想N｛｝「（平成18年厚生労働省告示第95号）」脚「（平成20年厚生労働省告示第

60号）」9搭台’置銭鯉匝雪勾hゆ‘’

　品照（∋畑IN購顛蚕｛｝コ細雪幻bゆo
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　讃粥e蕪N聯月面e曾e想一任「指定通院医療機関」e偽足「（令第1条各号に掲げるも0）を除く。）」

如暑ぺ「看護師等」廻「看護師、作業療法士又は精神保健福祉士（以ド「保健師等」という。）」思渚

倉’三廻N任「指定通院医療機関」e■想「（令第1条各号に掲げるものを除く。）」如暴・ぺ「保健師、

看護師等」掴「保健師等」2督£’回想。つ任「保健師、看護師等」如「保健師等」思潜£’雪起灯柱

r8時間」如r、3時間を超えた時間について、5時間」建替倉’回想卜仔「指定通院医療機関」e

ト想「（令第1条各号に掲げるも。）を除く。）」如’「行われるjQF思1医療観察精神科ショート・ケア、1

如呂・ぜ「及び医療観察通院集団精神療法1如「、医療観察通院集団精神療法又は医療観察認知療法・

認知行動療法」建替遺’回想e冬1」尽e」かい慰暴・民ゆ。

　　　注8　指定通院医療機関（令第1条各号に掲げるものを除く。）による医療観察精神科訪問着

　　　　　護・指導と令第1条各号に掲げる指定通院医療機関（以下「訪問看護’j‘業型指定通院医療

　　　　　機関」という。）による医療観察訪問看護が同一月に混在して行われる場合は、同一日に双

　　　　　方が実施することのないよう十分に調整すること，、また、医療観察精神科訪問看護・指導

　　　　　料と医療観察訪問看護基本料の算定回数。）合計は、前期通院対象者通院医学管理料を算定

　　　　　した月にあっては週5回を、それ以外の場合にあっては週3回をそれぞれ限度とすること。

　農欄e蕪N幡頻置冊2如＝割恒ゆ。

　轟榔e駅N硲頻颪eσ）岳r1，000点」如r1，040点」思潜倉■宜σ）任想N軽め想。つ如蔓。’想寸掴想

N劃⊃’ 闡ze餐思孫e細い息5，民ゆ。

　　　注3　前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定した月に行わ

　　　　　れる当該療法については、医療観察通院前期・中期加算として、所定点数に50点を加算す

　　　　　る。

　　　涯4　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを算定した場合は、医療観察精神科デイ・ケア及び

　　　　　医療観察精神科ナイト・ケアは算定しない。

　誌刊ζe蘇N塒買颪仔①如…掬価ゆ。

　蚕櫃Q綜N冊貝颪eoo任r500点」如r540点」足軽£’匝oo任想N姻温。’想の如坦N勾⊃’匝想

e鯨足冬e蝿ゆ息愚民ゆ。

　　　注3　前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定した月に行わ

　　　　　れる当該療法については、医療観察通院前期・中期加算として、所定点数に50点を加算す

　　　　　る。

　霞網e蕪N冊貝面ヨ壬oo如σ別個ゆ。

　置網e嶽N慨璽振eトe￥岳「550点」如「590点」建替£’匝口任「660点」如「700点」9潜倉’

匝1下垂想N如莚。’想。つ如想N勾⊃’雲想e孫1」罧e細い遅日kゆ。

　　　注3　前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定した月に行わ

　　　　　れる当該療法については、医療観察通院前期・中期加算として、所定点数に50点を加算す

　　　　　る。

　粛櫃e蕪N珊璽颪｛｝卜如oo勾価ゆ。

　品欄e蕪N聯黛颪eo任想。つ如想マ割⊃’坦Ne惹起馬e静い2愚民ゆ。

　　　注3　前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定した月に行わ

　　　　　れる当該療法については、医療観察通院前期・中期加算として、所定点数に20点を加算す

　　　　　る。

　誌粥e踪N冊璽颪岳。如卜劃」切廻㊤潟⇒’寸心LO勾」のe気遅罫e蝿ゆ9暑Kゆ。
　　4　医療観察認知療法・認知行動療法（1日につき）　420点

　　　注1　通院対象者について、認知療法・認知行動療法に轡熟した指定通院医療機関の医師が、

　　　　　一連の治療に関する計画を作成し、通院対象者に説明を行った上で、医療観察認知療法・

　　　　　認知行動療法を行った場合に、一連の治療について16回に限り算定する。

　　　注2　診療に要した時間が30分を超えたときに限り算定する。

　　　注3　指定通院医療機関において、医療観察認知療法・認知行動療法と同一日に行う他の医療

　　　　　観察精神科専門療法は、所定点数に含まれるものとする。ただし、前期通院対象者通院医

　　　　　学管理料を算定した月に行われる医療観察精神科訪問看護・指導料についてはこの限りで

　　　　　ない。

　颪照任蕪の細細蕪寸墨勾⇒’駅酬暗e蒜足碁e拓ゆ慰昌kゆ。

　　　第3章　医療観察訪問看護

通則

　　訪問看護事業型指定通院医療機関が、医療観察訪問看護を行った場合、その費川は、1により算

　定される点数に2又は3により算定される点数を加えた点数とする，，

　1　医療観察訪問看護基本料

　　イ　医療観察訪問看護基本料（1）　555点

　　ロ　医療観察訪問看護基本料（H）　160点

　　注1　医療観察訪問看護基本料（1）については、通院対象者又は家族等に対して、法第104条

　　　　の処遇に関する実施計画や当該通院対象者にかかる通院対象者通院医学管理を行っている指

　　　　定通院医療機関の主治医の指示に基づき訪問看護事業型指定通院医療機関の保健師、看護師

　　　　又は作業療法士（以ド「看護師等」という。）が、訪問して看護又は療養．ヒ必要な指導を行っ

　　　　た場合に算定する。

　　淫2　医療観察訪問看護基本料（mについては、通院対象者であって、障害者自立支援法に規

　　　　定する障害福祉サービスを行う施設及び福祉ホーム並びに同法附則第48条の規定によりなお

　　　　従前の例により運営をすることができることとされた精神障害者祉会復帰施設に入所してい

　　　　る複数のものに対して、法弟104条の処遇に関する実施計画や当該通院対象者に係る通院対

　　　　象者通院医学管理を行っている指定通院医療機関の主治医の指示に基づき訪問看護事業型指

　　　　定通院医療機関0）看護師等が、訪問して看護又は療養上必要な指導を行った場合に算定する。

　　注3　注1に規定する場合であ一）て、看護師等が当該訪問看護事業型指定通院医療機関の他の看

　　　　護師等又は准看講師と同時に訪問して、看護又は療養上必要な指導を行った場合は、複数名

　　　　訪問看誕加算として、次に掲げる区分に応じ、それぞれに次に掲げる点数を所定点数に加算

　　　　する。

4主、
7

注5

6
7

注
注

イ　看護師等が他の看護師等と同時に医療観察訪問看護を行った場合　430点

ロ　看護師等が他の准看護師と同時に医療観察訪問看護を行一）た場合　380点

　溢2に規定する場合であって、医療観察訪問看護の時間が3時間を超えた場合は、3時間

を超えた時間について、5時間を限度として、1時間又はその端数を増すごとに所定点数に

40点を加算する。

　医療観察訪問看護基本料については、前期通院対象者通院医学管理料を算定している当該

月にあっては週5回を、それ以外の場合にあっては週3圓をそれぞれ限度として算定する，，

　医療観察訪問看護に要した交通費は、患家の負担とする。

　訪問看護事業型指定通院医療機関による医療観察訪問看護と指定通院医療機関（令第1条

各号に掲げるものを除く。）による医療観察精神科訪問看護・指導が同一月に混在して行われ

る場合は、同一日に双方が実施することのないよう十分に調整すること。また、医療観察訪

問看護基本料と医療観察精神科訪問看護・指導料の算定1・i数の合計が、前期通院対象者通院

医学管理料を算定した月にあっては週5回を、それ以外の場合にあっては週3回をそれぞれ

限度とすること。
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2医療観察訪問而護世理料
　イ　月の初日の訪問の場合　730点

　ロ　月の2日目以降の訪問の場合q日につき）　295点
注1　医療観察訪問看護を行うにつき安全な提供体制が整備されている訪問看護事業型指定通院

　　　医療機関が、通院対象者に係る訪問看護計画書及び訪問看護報告書を法第106条による精神

　　保健観察を担当している保護観察所及び通院対象者通院医学管理を実施している指定通院医

　　療機関に対して提出するとともに、当該通院対象者に係る訪問看護。）実施に関する計画的な

　　管理を継続して行った場合に、訪問の都度、所定点数を算定する。

注2　医療観察訪問看護管理料は、1月に12日までを限度とし、算定する。

3　医療観察訪問看護情報提供料　2（〕0点

注　ケア会議に訪問看護事業ノIll指定通院医療機関の職員が出席し、法第91条の規定に基づき通院

　　対象者の適切な処遇のため精神障害者の医療、保健又は福祉に関する機関との連絡調整を行う

　　ため、保護観察所を含む関係機関に対して通院対象者に係る看護又は療養上必要な指導につい

　　ての情報提供等を行った場合、ケア会議の開催の都度、算定する。
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障医発0331第1号
平成22年3月31日

社団法人日本医師会会長殿

厚生労働省社会●援護局 @鰯灘騰雛謙蕪議鱗難購1

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第8

3条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算定方法

等の一部改正に伴う実施上の留意事項等について（参考送付）

　本日、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する．

法律第83条第2項の規定による診療方針艮び医療による療養に要する費用の額の

算定方法の一部を改正する件」（平成22年厚生労働省告示第138号）が公布され、

平成22年4月1日より適用されることとなりました。
　当該改正の内容及び留意事項は別添のとおりですので、御了知の上、本法制度へ

の御儲力を賜りますとともに、関係者に対する本制度の周知方につき御配慮願いま

す。





障精発0331第4号
平成22年　3月31日

　　都道府県
各
　　指定都市

精神保健福祉主管部（局）長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鋲1」’「1）曜
　　　　　　　　　　厚生労働省仕会・援護局

　　　　　　　　　　　障害保健福祉部精神・障害保健課犀1』』理野

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　君．’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く．　．．．一一」　　．．「～

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法

律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の

額の算定方法の施行に伴う実施上の留意事項について

　標記については、本目、r心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及

び観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に

要する費用の額の算定方法の一部を改正する件」（平成22年厚生労働省告示第13

8号）が公布され、平成22年4月1目より適用されることとなったところである

が、この実施に伴い、r心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要す

る費用の額の算定方法の施行に伴う実施上の留意事項について」（平成17年8月2

目障精発第0802001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉

課長通知）の一部を別添のとおり改正することとしたので、貴管内市町村を含め関

係者、関係団体に対する周知方につき配慮されたい。
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⑧
障精発0331第5号
平成22年　3月31目

各地方厚生局健康福祉部長　殿

厚生労働省社会・援護局

　障害保健福祉部精神・障害保健課長1

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法

律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の

額の算定方法の施行に伴う実施上の留意事項について

　標記については、本日、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及

’び観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に

要する費用の額の算定方法の一部を改正する件」（平成22年厚生労働省告示第13

8号）が公布され、平成22年4月1目より適用されることとなったところである

が、この実施に伴い、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要す

る費用の額の算定方法の施行に伴う実施上の留意事項について」（平成17年8月2

目障精発第0802002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉

課長通知）の一部を別添のとおり改正することとしたので、貴管内指定医療機関に

周知するとともに、関係制度の円滑な実施について遺漏なきを期されたい。





別添

新旧対照表

（新）

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関
する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に
要する費用の額の算定方法の施行に伴う実施上の留意事項について

第1部　基本診療料
　第1節　入院料
　　1　入院対象者入院医学管理料
　　（1）　～　（2）　　　　　（岡各）

　　（3き、、尚該入院対象者入院医学管理料には、医療観察精神科電気
　　　　痙攣療法、医療観察退院前訪問指導料並びに1000点以上
　　　　の画像診断、処置及び手術並びにそれに係る薬剤料及び特定
　　　　保険医療材料は含まれていない。
　　（4）入院対象者が、治療の一環として外泊した場合にも、当該
　　　　z腿萱入院医学管理料を算定することができる。
　　（5）入院対象者が、当該入院の原因となった疾病に起因した疾
　　　　病に罹患し、当該指定入院医療機関の別の診療科又は別の医
　　　　療機関において診療を行った場合は、その診療にかかる費用
　　　　は、（3）に掲げた費用を除き、当該△腿宣入院医学管理
　　　　料に含まれるものとする。
　　　　　以下（略）
　　（6）　　　（略）

第2節　通院料
　1　通院対象者通院医学管理料
　（1）　～　（2）　　　　　（田各）

　（3）当該鑓通院医学管理料には、初・再診料、医学管
　　　理等（特定薬剤治療管理料及びてんかん指導料を除く。）、在
　　　宅医療、投薬（処方せん料に限る。）並びに100点未満の処
　　　置並びにそれに係る薬剤料及び特定保険医療材料が含まれて
　　　いる。
　（4）　～　（6）　　　　　（四各）

　（7）急性増悪包括管理料を算定した日の属する月においては、
　　　1月間に16日以上中期通院対象者通院医学管理又は後期通

（傍線の部分は改正部分）

（旧〉

姜1難灘鱗無糖華霧灘馨欝

第1部　基本診療料
　第1節　入院料
　　1　入院対象者入院医学管理料
　　（1）　～　（2）　　　　　（岡各）

　　（3）当該入院医学管理料には、医療観察精神科電気蓬雛療法、

　　　　医療観察退院前訪問指導料並びに1000点以上の画像診
　　　　灘緊縣釈こそれに係る薬斉日料及び特定保険医療

　　（4）入院対象者が、治療の一環として外泊した場合にも、当該
　　　　入院医学管理料を算定することができる。
　　（5）入院対象者がこ当該入院の原因となった疾病に起因した疾
　　　　病に罹患し、当該指定入院医療機関の別の診療科又は別の医
　　　　療機関において診療を行った場合は、その診療にかかる費用
　　　　は、（3）に掲げた費用を除き、当該入院医学管理料に含まれ
　　　　るものとする。、

　　　　　以下（略）
　　（6）　　　（略）

第2節　通院料
　1　通院対象者通院医学管理料
　（1）～（2）　　（略）
　（3）当該通院医学管理料には、初・再診料、韮墜管理等（特定
　　　薬剤治療管理料及びてんかん指導料を除く。）、在宅医療、
　　　投薬（処方せん料に限る。）並びに100点未満の処置並びに
　　　それに係る薬剤料及び特定保険医療材料が含まれている。

　（4）～（6）　　　（略）
　（7）急性増悪包括管理料を算定した日の属する月においては、
　　　ユ月間に16日以上墨隆中期通院対象者通院医学管理魁又は



第2部

院対象者通院医学管理が行われている場合に限り、 伺月にお
いて中期通院対象者通院医学管理料又は後期通院対象者通院
医学管理料を算定することができる。

（8） 急性増悪包括管理料を算定し1月を経過した場合には、法
第42条第1項第2号又は第51条第1項第2号の決定（以
下「通院決定」という。）がなされた日から経過した期間に
応じて中期通院対象者通院医学管理料又は後期通院対象者通
院医学管理料を算定するものとする。

（9） ～　（10）　　　　　（四各）

（11） 通院対象者通院医学管理料を算定する指定通院医療機関に
おける通院対象者の処遇については、「通院処遇ガイ ドライ

ン」（平成17年7月14日樟精発第0714002号）を参
考とする。

（12） 通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整を行い、 通院
医学管理事前調整加算を算定する場合は、当該調整にかかる
要点を診療録に記　　る。

（13） 通完対象者通妬医学管理の開始に必要な誓整とは、 当該通
院対象者に係る法　38　（　53，条において準用する場合
を含む）による生活環境の讃査又は法　101条による生
活　遣の調整を担当している保育　察一に対して通院対象者
通曉医学管理の粥始に必要な　整を行う旨を云達の上、 あら
かじめ当該決定前に　当該対象者が入院している法 34条
1項の入院に係る医療機　　（以下、「鑑定入院医療機
という）又は指定入究医療機　から指定通院医療 が独
自に当該対象者の医療等にかかる†報を　　収一して、法

42条　1項　2号又は　51条　1項　2号による決定後
に通院対象者通院医学管理を円滑に実施するために必要な体
制確保にかかる一連の調整を言う

（14） 通院医学管理事前調整加算は、法第42条第1項 2号又噛
は　51、　1項第2号による決定がなされた日の前日まで
に一連の調整が古了しているものを　定の対象とする。

（15） 通院医学管理情報提供加算を　定する場合は算定の 度、

ケア会議開催日時、指定通院医療機関のケア会議出席者名、
保護　察厚を含む　係　関への　報提　の要点を診療録に記

幽（16） ケア会議が開崔されていない月における通院対象者の医療等の　報提供については、通院対象者通院医学　理料に ま
れる。

●

部 医療観察精神科専門療法
1 （略）

　通院後期通院対象者通院医学管理が行われている場合に限
　り・同月において通院中期通院対象者通院医学管理料又は通
　院後期通院対象者通院医学管理料を算定することができる「
（8）急性増悪包括管理料を算定し1月を経過した場合には、法

箏灘走惣弊艘5，艦1、撫搬鰍
　応じて通院中期通院対象者通院医学管理料又は聾後期通院
　対象者通院医学管理料を算定するもの．とする。

（9）～（10）　（略）
（11）通院対象者医学管理料を算定する指定通院医療機関におけ
　る通院対象者の処遇については、「通院処遇ガイドライン」

　（平成17年7月14目障精発第0714002号）を参考と
　する。

第2部
　　1

～

医療観察精神科専門療法
　（略）



穫、辱鱒騨神科響訪問指導料

（3）■注2しにかかる加算は、入院対象者の社会復帰に向けた
　　調整等を行うにあたり、必要があって複数の職種が共同して
　　指導を行った場合に算定するものであり、単γの職種の複数
　　名による訪問の場合は対象としない。
（4）～（5）　　　　（田各）

3　医療観察通院精神療法
（1）　～　（3）　　　　　（田各）

（4）医療観察通院精神療法のrイ」2型旦．Lは、通院決定を
　　受けた後に初めて指定通院医療機関において診療を行った時
　　（以下「初診時」という。一）には、診療に要した時間が30分
　　を超えた場合に限り算定することとし、医療観察通院精神療
　　法の「ロ」は、「イ」以外の場合において診療に要した時間
　　が5分を超えた場合に限り算定する。この場合において診療
　　に要した時間とは、医師自らが通院対象者に対して行う問診、
　　身体診察（視診、聴診、打診及び触診）及び当該通院精神療法
　　に要する時間をいい、これら以外の診療に要する時間は含ま
　　ない。

（5）・医療観察通院精神療法を算定するに当止っては、診療録に
　　当該診療に要した時間を記載すること。ただし、当該診療に
　　要した時間が明確でない場合には、当該診療に要した時間が

　　5分又は30分を超えたことが明らかであると判断される精
　　神療法を行った場合に限り、「○分超」などの記載でも差し
　　支えない。また、医療観察通院精神療法の「イ」を算定する
　　場合にあっては、診療報酬明細書の摘要欄に当該診療に要し
　　た時間を記載する。
（6）当該通院対象者の家族に対する医療観察通院精神療法は、
　　当該家族に対し専門的見地から精神療法を行うことが当該通
　　院対象者の社会復帰を促進するために重要であると推定され
　　る場合に限り、週1回に限り算定する。このとき、当該通院
　　対象者に対して医療観察通院精神療法を行った日と同一の日
　　に別途行った場合も算定できる。ただし、当該通院対象者の
　　病状説明、服薬指導等一般的な療養指導である場合は、算定

灘撫講羅構雛灘難欝奮㌘つた場合
（7）～（8）　　　　（皿各）

4　医療観察認知療法・認知行動療法
（1）医療　　認知療法・認知行動療法とは、入院（法のみなら
　　ず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を　む。）中の者以
　　外の通兜対象　のうつ病等の気∠障　の患者に対して、認知

　2　医療観察精神科退院前訪問指導料
　（1）～（2）　　　（略）

　（3）注21Fかかる加算は、入院対象者の社会復帰に向けた調整
　　等を行っにあたり、必要があって複数の職種が共同して指導
　　を行った場合に算定するものであり、単一の職種の複数名に
　　　よる訪問の場合は対象としない。

　（4）～（5）　（略）
3　医療観察通院精神療法
　（1）～（3）　（略）
　（4）医療観察通院精神療法の「イ」は、通院決定を受けた後に
　　初めて指定導院医療機関において診療を行った時（以下r初
　　診時」といっ。）には、診療時間が30分を超えた場合に限
　　　り算定することとし、医療観察通院精神療法の「ロ」は、rイ」

　　以外の場合において診療に要した時間が5分を超えた場合に
　　限り算定する。この場合において診療時間とは、医師自らが
　　通院対象者に対して行う問診、理学的所見（視診、聴診、打
　　診及び触診）及び当該通院精神療法に要する時間をいい、こ
　　れら以外の診療に要する時間は含まない。

（5）駆観察通院精神療法を算定する場合に迩っては、診療録
　　に当該診療に要した時間を記載すること。ただし、当該診療
　　嶋要した時間が明確で奪い場合には、当該診療に要した時間
　　が5分又は昆0分を超えたことが明らかであると判断される
　　精神原法を行った場合に限り、「○分超」などの記載でも差
　　　し支えない。また、医療観察通院精神療法の「イ」を算定す
　　る場合にあっては、診療報酬明細書の摘要欄に当該診療に要
　　　した時間を記載する。
　（6）当該通院対象者の家族に対する医療観察通院精神療法は、
　　当該家族に対し専門的見地から精神療法を行うことが当該通
　　院対象者の社会復帰を促進するために重要であると推定され
　　　る場合に限り、週1回に限り算定する。このとき、当該通院
　　対象者1三対して医療観察通院精神療法を行った日と同一の目
　　に別途行った場合も算定できる。ただし、当該通院対象者の
　　病状説明・．服薬指導等一般的な療養指導である場合は、算定
　　できない。家族に対して医療観察通院精神療法を行った場合
　　　は、診療報酬明細書の摘要欄に」塑医しと記載する。
　（7）　～　（8）　　　　　　（田各）



且
且
（1）

7
一

ることを目的とした精神療法をいう。
）医療　察認知療法・認知行動療法は　一連の治療計画を
定し、患者に対して詳細な説明を行った上で、当該療法に関
する研修を受講するなど当該療法に習熟した指定通院医療機
関の医師によって30分以上の治療が行われた場合に算定す
る。一

）一連の治療につき16回を限度として　定する
）医療　察認知療法・認知行動療法と同一日に行う　の医療
観察精神科専門療法は、別に　定できない　ただし、前期通
院対象者通院医学　理斗を　定した月において　医療観察認
知療法・認知行動療法の前後に医療観察精神科訪問看言・指
導を行った場合については、この限りではない。
）医療観察認知療法・認知行動療法の実施に当たっては、厚
生労働科学研究圧作成の「うつ病の認知療法・認知行動療法
マニュアル」（平成21年度厚生労働省こころの健康こ学研
究事業「精神療法の実施方法と　秀　に関する研究）を
まえて行うこと
医療観察通院集団精神療法　　　（略）

医療観察精神科作業療法
）　　　（略）

）医療観察精神科作業療法は、1人の作業療法士が、通院対
象者を含む精神障害者に対して当該医療観察精神科作業療法
を実施した場合に、当該通院対象者について算定する。この
場合の1日当たりの取扱い精神障害者数は、概ね25人を1
単位として、1人の作業療法士㊨取扱い精神障害者数は1日
2単位50人以内を標準とする。一　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

）～（4）　　　（略）

医療観察精神科ショート・ケア
）医療観察精神科ショート・ケアは、精神障害者の社会生活
機能の回復を目的として個々の通院対象者に応じたプログラ
ムに従ってグループごとに治療するものであり、実施される
内容の種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当
たり1日につき3時間を標準とする。
なお、この実施に当たっては、当該通院対象　の症・等に
応じたプログラムの乍　　●、の』定等に万全を　すること
）医療観察精神科ショート・ケアは入院（法のみならず精神
保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通
院対象者に限り算定する。
なお、医療観察精神科ショート・ケアを算定している通院
対象者に対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療

三　医療観察通院集団精神療法　　　（略）

互　医療観察精神科作業療法
　（1）　　　（略）

（灘羅襲論鰻雛竃釜議
　　者について算定する。この場合の1目当たりの取扱い精神障
　　害者数は、概ね25人を1単位として、1人の作業療法士の
　　取扱い精神障害奇数は1日旦単位エ」Σ人以内を標準とする。
　（3）～（4）　　（略）
旦　医療観察精神科ショート・ケア
（1）医療観察精神科ショート・ケアは、精神障害者の地域への
　　復帰を支援するため、社会生活機能の回復を目的として個々
　　の通院対象者に応じたプログラムに従ってグループごとに治
　　療するものであり、，実施される内容の種類にかかわらず、そ
　　の実施時間は通院対象者1人当たり1印につき3時間を標準
　　とする。

（2）医題観察精神科ショート・ケアは入院（法のみならず精神
　　保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通
　　院対象者に限り算定する。
　　　なお、医療観察精神科ショート・ケアを算定している通院
　　対象者に対しては、同一日1こ行う他の医療観察精神科専門療



　法は・別に算定できない。ただし、前期通院対象者聾医学
　管理料を算定した月において、医療観察精神科ショート・ケ
　アの前後に医療観察精神科訪問看護・指導が行われる場合に
　あっては、この限りではない。
（3）医療観察精神科ショート・ケアと医療観察精神科デイ・ケ
　ア又は医療観察精神科ナイト・ケアの届出を併せて行ってい
　る指定通院医療機関にあっては、医療観察精神科ショート・
　ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト
　・ケアを各々の通院対象者に対して同時に同一施設で実施す
　ることができる。この場合、医療観察精神科デイ・ケア又は
　医療観察精神科ナイト・ケアを算定する通院対象者は、各々
　に規定する治療がそれぞれ実施されている場合に限り、それ
　ぞれ算定できる。
　　なお、同一日に実施される医療観察精神科ショート・ケア
　の通院対象者数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精
　神科ナイト・ケアの通院対象者数の合計は、医療観察精神科
　デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアの届出に係る通
　院対象者数の限度を超えることはできない。この場合におい
　て、医療　察精神科ショート・ケアの対象患者数の計　に当
　たっては、医療　察精神’デイ・ケアの対象患者　め2　の

（4）　　　（略）

（5）「注3　に掲げる医療　察通院前　・中　加　の対象とな
　る通院対象者は、前期通院対象者通暁医学管理料又は　　通
　院対象　通院医学管理斗を　定している通院対象者であっ
　て、入院（法のみなら　精神保健一祉法等に基づく全ての入
　完を　む　　中の者以外の通夘対象者であること
8　医療観察精神科デイ・ケア
（1）医療観察精神科デイ・ケアは精神障害者の社会生活機能の
　　回復を目的として個々の通院対象者に応じたプログラムに従
　　ってグループごとに治療するものであり、実施される内容の
　　種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1
　　日につき6時間を標準とする。
　　　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に
　　応じたプログラムの作成、効果の判定等に万全を期すること。

（2）医療観察精神科デイ・ケアは入院（法のみならず精神保健
　福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中り者以外の通院対
　象者に限り算定する。
　　なお、医療観察精神科デイ・ケナを算定している通院対象
　者に対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、

　法は、別に算定できない。ただし、前期通院対象者医学管理
登鷲定し胡において・医療観察湖中科ショート・ケアの
削後曝療観察精神科訪問看議指導が行われる場合にあっ
　ては、、＿の限りではない。
（3）医療観察精神科ショート・ケアと医療観察精神科デイ・ケ

　ア又は医療観察精神科ナイト・ケアの届出を併せて行ってい
る指定通院医療機関に塑ては、医療観察精神科ショート．
　ケアと医療観察精神科アイ・ケア又は医療観察精神科ナイト
　・ケア鷺各々の通院対象者に対して同時に同一施設で実施す
　ることができる。この場合、医療観察精神科デイ・ケア又は
’医療観察精神科烈ト・ケアを算定する通院対象者は、各々

　に規定する治療がそれぞれ実施されている場合に限り、それ
　ぞれ算定できる。
　　なお、同一日に実施される医療観察精神科ショート・ケア

繍騨轡磐驕欝欝姦房谷言卜忽置顯難鷺
　アイ’ケア又は医療観箏精神科ナイト・ケアの届出に係る通
　院対象者数の限度を超えることはできない。

（4） （略）

エ　医療観察精神科デイ・ケア
（1）医療観察精神科デイ・ケアは精神障害者の社会生活機能の
　　回復盈目的と』て個々の通院対象者に応じたプログラムに従
　　ってクループことに治療するものであり、実施される内容の
　　種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1
　　日につき6時間を標準とする。
　　　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に
　　響応じたプログラムの作成、効果の判定等に万全を期する
　　＿と。

（2）医療観察精神科デイ・ケアは入院（法のみならず精神保健
　　福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対
　　象者に限り算定する。
　　　なお、医療観察精神科デイ・ケアを算定している通院対象
　　者に対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、



　別に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料
　を算定した月において、医療観察精神科デイ・ケアの前後に
　医療観察精神科訪問看護・指導が行われる場合にあっては、
　この限りではない。
（3）治療の一環として治療上の目的を達するために食事を提
　する場合にあっては、その　用は戸定点数に含まれる

（4）「注3」に掲げる医療観察通院前期・中　加　の対象とな
　る通院対象者は　前期通究対象者通究医学管理料又は中　通
　究対象者通院医学管理盆を算定している通院対象者であっ
て、入免（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入
院を含む。）中の者以外の通院対象者であること。
（5）　　　（略）

（6）　医療観察精神科デイ・ケアに要する消耗材料等について
　　は、当該指定童隆医療機関の負担とする。
旦　医療観察精神科ナイト・ケア　　　（略）

10　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア
（1）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは、通院対象者の症状
　　から特に必要があると判断される場合に算定するものとす
　　る。
（2）　～　（5）　　　　　（岡各）

⊥ユ．医療観察精神科訪問看護・指導料
（1）医療観察精神科訪問看護・指導料（1）は、精神科を担当
　　している医師の指示を受けた指定通院医療機関（心神喪失等
　　の状態で重大な他　行為を行った　の医療及び　察等に関す
　　る法池施行令（平　16　　令　310口　以下「　　とい
　　う　　1∠各号に掲げる　のを　く）の保健師、看護師、
　作業療法士又は精神保健福祉士（以下r保健師等」という。）
　が、入院∠法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入
　院を含む。）中互萱以外の通院対象者又はその家族等の了解
　を得て患家等を訪問し、個別に当該通院対象者又は家族等に
　対して看護及び社会復帰指導等を行った場合に算定する。
（2）三注3しに係る加算は、精神科を担当する医師が、複数の
　・保健師等による患家等への訪問が必要と判断し、当該医師の

鐙淵叢繍欝難業　して看護及び社会復帰指導等を行った場合に算定する。
　　なお、保健師又は看護師の訪問に、准看護師が同行した場
　合には、』注3しに係る加算が算定できる。
（3）　～　（6）　　　　　（田各）

（7）工注6しに規定する交通費は実費とする。

糠議論桑鞭糠1萎雛萎
限りではない。

（3）加算の対象となる食事の提供は、あくまでも医療上の園的
蕃達成欝砦めの手段であり・治療の一環として行われた場

（4

�ﾁ灘養睾論罪灘灘難
　し、関係帳簿を整備する

（5）　　　（略）

（6）　医麩観察精神科デイ・ケアに要する消耗材料等について
　　は、当該指定医療機関の負担とする。
旦　医療観察精神科ナイト・ケア　　　（略）
旦　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア
（1）医療輿察精神科ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特
　　に必要があると判断される場合に算定するものとする。

（2）～（5）　　（略）
ユ」≧　医療観察精神科訪問看護・指導料
（1）医療観察精神科塑問看護・指導料‘（1）は、精神科を担当

　　している医師の指示を受けた指定通院医療機関の保健師、看
　　護岬、作業療法士又は精神保健福祉士（以下「保健師等」と
　　いっ。）が、精神障　者である入院法のみならず精神保健福
　　祉法等に基づく全ての入院を含む。）中以外の通院対象者又
　　はその家族等の了解を得て患家等を訪問し、個別に当該通院
蕩馨灘季野に対して看護及び社会復り吊指導等を行った

一（2）注3に係る加算は、精神科を担当する医師が、複数の保健
　師等による患家等への訪問が必要と判断し、当該医師の指示
　を受けた指定通院医療機関の複数の保健師等が、通院対象者
　又は家族等に対して看護及び社会復帰指導等を行った場合に
　算定する。
　　なお、保健師又は看護師の訪問に、准看護師が同行した場
　合には、注3に係る加算が算定できる。
（3）～（6）　　　（略）

（7）注6に規定する交通費は実費とする。



（8）医療観察精神科訪問看護・指導料を算定している通院対象
　者に対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、
　別に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料
　を算定した月において、医療観察精神科訪問看護・指導の前
　後に医療観察精神科ショート・ケア、医療　察精神科デイ・

　　篤漬麟購欝驚署難壁騨
』L旦　医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料
（1）医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料は、精神
　　科を担当する医師が、持続性抗精神病注射薬剤を投与してい
　　る入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院
　　を含む。）中の者以外の統合失調症を有する通院対象者に対
　　して、計画的な治療管理を継続して行い、かつ、当該薬剤の
　　効果及び副作用に関する説明を含め、療養上必要な指導を行
　　つた場合に、月1回に限り、当該薬剤を投与した日に算定す
　　る。

（2）持続性抗精神病注射薬剤とは、ハロペリドールデカン酸エ
　　スチル、フルフェナジンデカン酸エステル及びリスペリドン
　　をいう。
（3）　　　（略）

第3部　医療梅察訪問看言

（1）医療　察訪問一言を行）保健師、一言師又は乍業療法士（以
1　医療　察訪問着茜基本料

　　下「看言師等　という）とは、　のいずれかに該当する者

凱　イ　精神科を標榜する健康保険法　63条　3項に規定す　　る保険医療機関において、精神病棟又は精神科外来に勤
　　務した経験を有する者
　ロ　精神障害者に対する訪問　護の経験を　する者
　ハ　精神保健福祉センター又は保健月等における精神保健

　二　専門機　等が主崔する精神保健及び医療　察法U度に

（2）医療　察訪問看言基本＝（1は　法　104条の処遇に関
　する実施計画や当亥通院対象者にかかる通院対象　通δ医心
　管理を行っている指定通院　療　　の主治　の指示に基●づ
　き、令第1条に該当する指定通完医療機関（以下、「訪問看護
　事業型指定通院医療機　　という　）の看護師等が、入院（法
　のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む　）
　中以外の通院対象者又はその　　等の了角を得て急白等を訪

（8）医療観察精神科訪問看輿指導料を算定している通院対象
　者に対しては、同一目に行フ他の医療観察精神科専門療法は、
　別に算定できない・ただし、前期通院対象者通院医学管理料

難藝縷灘欝鞍騨鍵
ユユー医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料
（1）医療観察持続性英精神病注射薬剤治療指導管理料は、精神
　　科を担当する医師が、持続性抗精神病注射薬剤を投与してい
　　る入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院
　　を含む。）中の通髄者以外の統合失調症を有する通院対
　　象者に対して、計亜的な治療管理を継続して行い、かっ、当
　　該薬剤の効果及び副作用に関ずる説明を含め、療養上必要な
　　指導を行った場合にぐ月1回に限り、当該薬剤を投与した目
　　に算定する。

（2）持続性抗精神病注射薬剤とは、デカン酸ハロペリドール、
　　年ナント酸フルフェナジン及びデカン酸フルフェナジンをい
　つ。
（3） （略）



問して、個別に当該通塊対象者又は家族等に対して看言又は
療養上必要な指導を行った場合に　定する。
（3）医療観察訪問看言基本料（H）は、法　104条の処遇に関
　する実施計画や当該通院対象者にかかる通院対象者通院医学
　管理を行っている指定通院医療機関の主治医の指示を受けた
　看護師等が、グループホーム又は医師若しくは看　師の配
　を義務付けられ　いない精神障害者社会復1施設の了角の下
　にこれらの施設を訪問して、当該施設に入所し、かっ、指定
　通院医療機関による通院対象者通院医学蟷理を受けている
　数の通院対象者又はその介護を担当する者等に対して同時に
　看言又は療養上必　な指導を行った目Aに　定する
（4）医療観察訪問看護基本料（II）は、1人の看言師等が1日に
　訪問する利用者の数は5名程度を標準とし、8名を超えるこ
　とはできないこと
（5）r注3』にかかる複数名訪問看護加　は、通院対象者通院
　医学管理を行っている指定通院医療機関の主治医が、宅’名
　訪問看言が必要と判断し、当該主治医の指示を感けた訪問
　護事業型指定通究医療　関の看言師等が　の看言師等又は准
　　言師と同時に訪問して、看言又は療養上必要な指導を行っ
　た場合に厚定の区ムに従い、　定する
（6）訪問看言事業型指定通究医療機関に勤務する准看言師のみ
　による訪田看言ぱ、医療　察訪問看言基本料の　定の対象と
　はならない。
（7）看言師等は、実施した医療
に実施した郊の　始時刻及び終了時刻を記録にとどめておく
　　　　　　　　　　　　　　察訪問看満の内容の要点並び

こと。

（9）　療　察訪問看言の実施時間は　1回の訪問にっき、医療
（8）「注6　に規定する交通費は実費とする

　　察訪問看轟基本：（1）については30　から1時間30分
　程度、医療　察訪問看置基本料（n）については1時間から3

（10）　回の訪問時においては　訪問　者記録書に、病歴
の構成、白庭での看言の状況、古屋の’況、日常生活活動の
状況、保健福祉サービスのIj用’況等の概要を記入すること。
（11）毎回の訪問時においては、訪問看言記録書に訪問’月日、
　対象者の病’、　　等での看言め’　　　施した　療　察
　問看護の内旋　医療　　訪湖看病に要した時日等の　要等を
　　記入すること。

灘離離料は、訪問看護事業型指定通兜医療
　　機において療察訪問着量をたやにつき全な提　11



が整備されており、医療　察訪問看言を行っている訪問
事　型指定通究医療機関が、通院対象者に係る訪問看言計画
1及び訪問着言報告書を法　106条による精神、健　察を
担当している保護　察所及び通虎対象者通院医学管理を実施
している指定通覧医療機関に対して提出するとともに、当該
通院対象者に係る医療観察訪問看護の実施に関する計画的な
管理を継続して行った場合に　定する。
（2）（1）の安全な提供体りの整備とは、以下の要牛を満たす
　ものであること。

ロ　訪問先等で発生した事　、インシデント等が報告され、
　その分析を通じた改善策が実施される体制が整備されて

イ　安全管理に関する基本的な考え方、事故発生時の対応

（3）訪問看護事業型指定通院医療機関が行う通院対象者又はそ
　の家族等との電話連絡　居宅における療養に関する目談等、
　医療　察訪問看護の実施に関する計画的な筥理　保言観察所
　を含む関係機　との連絡諦整やケア会議が開崔されていない
　月の関係機関への情報提供をAむ）に要する費用は、医療

（4）法第106条による精神保健観察を担当している保護観察
　所及び通究対象者通院医学管理を実施している指定通究医療
　機目に対して訪問看言報告書を撮した場合は、当該報告書
　の写しを訪問一言記録書に添付しておくこと　ただし、訪問
　看護報告書と訪問看護記録書の内容が同一の場合は　訪問看
　言記録書に提出年月日を記録することでこれに代えることが

藍（5）1人の通院対象者に対し、訪問他の訪問看言事　型指定通究医療機　又は訪問看書事業型ヒ
　　　　　　　　　　　　　　　言型指定通院医療　　が、

定通院医療機関を除く指定通院医療　関と医療　察訪問看。
又は医療　察精神科訪閉看言・指導の実施に　する計画的な
態理を行’場合は　実施　　目間において　∠に連　を図るこ

一（6）医療
は、「通院処遇ガイ．ドライン　（平　17　7月14日障精
　　　　察訪問看護の実施に関する計画的な管理に当たって

発0714002号）や「地社会における処遇のガイド
ライン」（平成17年7月14日障精　　0714003号）
を参考とすること

（1）医療観察訪問看言情報提供料は、保護観察所が開催するケ
3　医療　察訪問看言†報提供料

　　ア会議に訪問看言事業型指定通院医療機関の看．師等が出席



し、保護観察戸を含む関係機関に対して通院対象者にかかる
看護又は療養上必要な指導についての情報提供等を行ろた場
合、ケア会議が開崔された当該月に算定する。
（2）ケア会議が開｛されていない月における通院対象者にかか
　る看言又は療養上必要な指導についての情　提供等について
　は、医療観察訪問看言管理料に　まれる
（3）ケア会議を通じて、保言　察所を含む関係機関に対して情
　　提供Uた一合、ケア会議開崔日時、訪問看‘事　型ヒ定通
　院医療機目のケア会議出席者名、関係　関への情報提供の要
　点を訪問看護記録書に記録しておくこと
（4医療　察訪問看言　　提共仁ミは、1人の通院対象者に対し、
　1っの訪問看護型指定通院医療機関においてのみ　定できる
　ものであること。したがって、同一の通院対象者について他
　の訪問看言型指定通院医療　　が医療　察訪問　言を行って
　いる場合、医療観察訪問看護情報提供料の算定には他の訪問
　看護型指定通院　療機関と十∠諦整を図ること



（参考：改正後全文）

障精発第0802001号

平成17年8月2目

一　　　部　　　改　　正

障精発第0331001号
平成20年3月31目

一　　　部　　改　　正

障精発0331第4号
平成22年3月31日

　　都道府県
各　　　　　　精神保健福祉主管部（局）長　殿
　　指定都市

）
ノ

厚生労働省社会・援護局

　障害保健福祉部精神・障害保健課長

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第83条

第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算定方法の施行に

伴う実施上の留意事項について

　標記については、本日、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費

用の額の算定方法」（平成17年厚生労働省告示第365号）が公布され、本日から適用

されることとなったところであるが、この実施に伴う留意事項は下記のとおりであるの

で、貴管内市町村を含め関係者、関係団体に対する周知方につき配慮されたい。



記

第1部　基本診療料

　　第1節　入院料

1　入院対象者入院医学管理料

（1）入院対象者入院医学管理料については、多職種チームにより、心神喪失等の

　　状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成15年

　　法律第110号。以下r法」という。）第42条第1項第1号又は第61条第1
　　項第1号の決定により入院している者（以下r入院対象者」という。）ごとに個

　別の治療プログラムを策定し、・各職種が連携を図りながら医療を提供するとと

　　もに、入院対象者の治療段階をそれぞれr急性期」、r回復期」、r社会復帰期」

　　の3期に分け評価することにより、早期退院（概ね18ヶ月以内）を目指すも

　　のである。

（2）入院対象者の各期別の評価は、多職種チームによる新病棟治療評価会議にお

　いて行い、その評価結果については、新病棟運営会議において報告聴取を行う

　　ものとする。当該評価結果に基づき、当該指定入院医療機関の管理者は・急性

　期から回復期、回復期から社会復帰期（の移行についての決定を行うものとす

　る。これら、各期別の一連の評価結果については，その旨を診療録に記載する

　とともに、毎月、診療輯酬明細書に、・r入院処遇ガイドライン」（平成17年7

　月14目障精発0714002号）Hの4の3）記録等の標準化による関係す
　るシート（以下「シート」という。）の写しを添付する。

　　また、19か月以上にわたり入院している場合にも、その理由等必要な事項
　を診療録に記載するとともに、・毎月、診療報酬明細書にシートの写しを添付す

　る。
　　　　　　　　　　　　　ぺ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　けいれん
（3）当該入院対象者入院医学管理料には、医療観察精神科電気痙攣療法、医療観

　察退院前訪問指導料並びに1000点以上の画像診断、処置及び手術並びにそ

　れに係る薬剤料及び特定保険医療材料は含まれていない。

（4）入院対象者が、治療の一環として外泊した場合にも、当該入院対象者入院医

　学管理料を算定することができる。

（5）入院対象者が、当該入院の原因となった疾病に起因した疾病に罹患し、当該

　指定入院医療機関の別の診療科又は別の医療機関において診療を行った場合は、

　その診療にかかる費用は、（3）に掲げた費用を除き、当該入院対象者入院医学．

　管理料に含まれるものとする。

　　．このとき、費用の請求に当たっては、当該指定入院医療機関が行うものとし、

　診療報酬明細書の摘要欄に当該指定入院医療機関の別の診療科又は別の医療機

　関において診療に要した費用について所定点数及び合計点数を併せて記載する

　とともに、当該診療報酬の分配は相互の合議に委ねる。

　　なお、この場合に、診療を行う必要を認めた目、その理由等必要な事項を診

　療録に記載するとともに、診療報酬明細書にもその旨記載する。



（6）入院対象者入院医学管理料を算定する病棟における入院対象者の処遇につい

　ては、「入院処遇ガイドライン」（平成17年7月14目障精発第071400

　2号）を参考とする。

　　第2節　通院料

1　通院対象者通院医学管理料

（1）通院対象者通院医学管理料については、多職種チームによる、法第42条第

　　1項第2号文は第51条第1項第2号による決定を受けた対象者（以下r通院

　対象者」という。）ごとに個別の治療プログラムを策定し、各職種が連携を図り

　ながら医療を提供するとともに、通院対象者の治療段階をそれぞれ「通院前期」、

　　r通院中期」、r通院後期」の3期に分け評価することにより、概ね3年以内に

　一般精神医療への移行を目指すものである。

（2）通院対象者の各期別の評価は、多職種チーム会議において行うものとする。

　　これら一連の評価結果については、その旨を診療録に記載するとともに、毎

　月、診療報酬明細書に、r通院処遇ガイドライン」（平成17年7月14目障精

　発第0714002号）Hの3の3）記録等の標準化によるr指定通院医療機
　関における多職種チーム会議において整備すべき情報∫のうち当該月に係る部

　分の写しを添付する。

（3）当該通院対象者通院医学管理料には、初・再診料、医学管理等（特定薬剤治

　療管理料及びてんかん指導料を除く。）、在宅医療、投薬（処方せん料に限る。）

　並びに100点未満の処置並びにそれに係る薬剤料及び特定保険医療材料が含

　まれている。

（4）通院対象者が、当該通院の原因となった疾病に起因した疾病に罹患し、当該

　医療機関の別の診療科において診療を行った場合は、その診療にかかる費用は、

　　（3）に掲げた費用を除き、別途算定することができる。

（5）急性増悪包括管理料の算定対象となる通院対象者は、

　①行動は相当に妄想や幻覚に影響されている

②　意思の伝達や判断に著しい障害がある

③殆ど全ての生活領域で機能することができない

④当該通院対象者について法第33条に基づく申立てがなされた際における

　他害行為時の精神状態と同様に病状が悪化している場合

　のいずれかの病状が認められ、精神保健指定医により集中的な精神医学管理（毎

　日通院対象者の状態を観察し服薬を確認する等）を行う必要があると判断され

　た者に限る。

（6）急性増悪包括管理料は、精神保健指定医の診察に基づき急性増悪等により集

　中的な精神医学管理を開始した日から1月を限度として算定することとしてい

　る。この場合において、算定期間が1月以内の場合又は算定開始日が月の途中

　となる場合は、1日につき1300点で算定する。

　　なお、1月の期間の計算は、歴月によるものであり、例えば、7月15目～

　8月14目、11月20日～12月19日等と計算する。



（7）急性増悪包括管理料を算定した目の属する月においては、1月間に16目以

　　上中期通院対象者医学管理又は後期通院対象者医学管理が行われている場合に

　　限り、同月において中期通院対象者通院医学管理料又は後期通院対象者通院医

　　学管理料を算定することができる。

（8）急性増悪包括管理料を算定し1月を経過した場合には、法第42条第1項第

　　2号又は第51条第1項第2号の決定（以下r通院決定」という。）がなされた

　　目から経過した期間に応じて中期通院対象者通院医学管理料又は後期通院対象

　　者通院医学管理料を算定するものとする。

．（9）急性増悪包括管理料を算定している通院対象者が入院（法のみならず精神保

　　健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。以下r精神

　　保健福祉法」という。）等に基づく全での入院を含む。）した場合には、入院し

　　た目以降、急性増悪包括管理料は算定できない。

（10）急性増悪包括管理料を算定した場合には、必要と認めた日（算定開始日）、そ

　　の理由等必要な事項を診療録に記載するとともに、診療報酬明細書にもその旨

　　を記載する。

（11）通院対象者通院医学管理料を算定する指定通院医療機関における通院対象者

　の処遇については、r通院処遇ガイドライン」（平成17年7月14目障精発第

　　0714002号）を参考とする。
（12）通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整を行い、通院医学管理事前調整

　加算を算定する場合は、当該調整にかかる要点を診療録に記載する。

（13）通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整とは、当該通院対象者に係る法

　第38条（第53条において準用する場合を含む。）による生活環境の調査又は

　法第101条による生活環境の調整を担当している保護観察所に対して通院対

　象者通院医学管理の開始に必要な調整を行う旨を伝達の上、あらかじめ当該決

　定前に、当該対象者が入院している法第34条第1項の入院に係る医療機関（以

　下、r鑑定入院医療機関」と・いう。）又は指定入院医療機関から指定通院医療機

　関が独自に当該対象者の医療等にかかる情報を直接収集して、法第42条第’1

　項第2号又は第51条第1項第2号による決定後に通院対象者通院医学管理を
　円滑に実施するために必要な体制確保にかかる一連の調整を言う。

（14）通院医学管理事前調整加算は、法第42条第1項第2号又は第51条第1項
　第2号による決定がなされた日の前日までに一連の調整が完了しているものを

　算定の対象とする。

（15）通院医学管理情報提供加算を算定する場合は、算定の都度、ケア会議開催日

　時、指定通院医療機関のケア会議出席者名、保護観察所を含む関係機関への情

　報提供の要点を診療録に記載する。

（16）ケア会議が開催されていない月における通院対象者の医療等の情報提供につ

　いては、通院対象者通院医学管理料に含まれる。

第2部　医療観察精神科専門療法

1　医療観察精神科電気痙攣療法



（1）医療観察精神科電気痙攣療法は、症状から特に必要があると判断する場合に

　行うものとする。

（2）医療観察精神科電気痙攣療法とは、100ボルト前後の電流を頭部に短時間

　通電することを反復し、各種の精神症状の改善を図る療法をいい、マスク又は

　気管内挿管による閉鎖循環式全身麻酔を伴い、精神科を担当する医師が行った

　場合に限り、1日1回を限度として算定する。

（3）医療観察精神科電気痙攣療法は、当該療法について十分な知識存有する医師

　が実施すべきものであり、当該医師以外の介助者の立会いの下に、何らかの副

　作用が生じた際に適切な処置がとり得る準備の下に行わなければならない。．

（4）医療観察精神科電気痙攣療法を実施する場合は、当該麻酔に要する費用は所

　定点数に含まれ、別に算定できない。ただし、当該麻酔に伴う薬剤料及び特定

　保険医療材料は別途算定できる。

（5）当該療法を行った場合には、その必要性等について診療録に記載するととも

　に、診療報酬明細書にもその旨を記載する。

2　医療観察精神科退院前訪問指導料

（1）医療観察精神科退院前指導料は、入院対象者の退院に先立ち、患家又は精神

　障害者社会復帰施設、小規模作業所等を訪問’し、当該入院対象者の病状、生活

　環境及び家族関係等を考慮しながら、当該入院対象者の家族等、退院後当該入．

　院対象者の看護や相談に当たる者に対して、退院後の療養に係る調整又は療養

　上の指導を行った場合に算定する。

　　　なお、医師の指示を受けて指定入院医療機関の保健師、看護師、作業療法士

　又は精神保健福祉士が訪問し、指導を行った場合にも算定できる。

（2）医療観察精神科退院前訪問指導料は、1回の入院につき3回を限度として指

　導の実施日にかかわらず退院日に算定する。

（3）「注2」にかかる加算は、入院対象者の社会復帰に向けた調整等を行うにあた

　　り、必要があって複数の職種が共同して指導を行った場合に算定するものであ

　　り、－単一の職種の複数名による訪問の場合は対象としない。

（4）医療観察精神科退院前訪問指導を行った場合は、指導内容の要点を診療録等

　に記載する。

（5）医療観察精神科退院前訪問指導に当たっては、指定入院医療機関における看

　護業務等に支障を来すことのないよう留意する。

3　医療観察通院精神療法

（1）医療観察通院精神療法（簡便型精神分析療法を含む。以下同じ。）とは、統合

　　失調症、躁うつ病、神経症、中毒性精神障害（アルコール依存症等をいう。）、

　　心因反応、児童・思春期精神疾患、’人格障害又は精神症状を伴う脳器質性障害

　等（以下「対象精神疾患」という。）のため通院対象者（通院対象者の著しい病

　　状改善に資すると考えられる場合にあっては、当該通院対象者の家族）一に対し

　　て、医師が一定の治療計画のもとに危機介入、対人関係の改善、社会適応能力



　の向上を図るための指示、助言等の働きかけを継続的に行う治療方法をいう。

（2）医療観察通院精神療法は、精神科を担当する医師が行った場合に限り算定す

　る。また、対象精神疾患の合併症である知的障害、認知症、心身症及びてんか

　んに対して医療観察通院精神療法が行われた場合にも算定できる。

（3）医療観察通院精神療法は、同時に複数の通院対象者又は複数の家族を対象に

　集団的に行われた場合には算定できない。

（4）医療観察通院精神療法のrイ」及びrロ」は、通院決定を受けた後に初めて

　指定通院医療機関において診療を行った時（以下r初診時」という。）には、診

　療に要した時間が30分を超えた場合に限り算定することとし、医療観察通院

　精神療法のrロ」は、rイ」以外の場合において診療に要した時間が5分を超え

　場合に限り算出する。この場合において診療に要した時間とは、医師自らが通

　院対象者に対して行う問診、身体診察（視診、聴診、打診及び触診）及び当該

　通院精神療法に要する時間をいい、これら以外の診療に要する時間は含まない。

（5）医療観察通院精神療法を算定する場合に当たっては、診療録に当該診療に要

　　した時間を記載すること。ただし、当該診療に要した時間が明確でない場合に

　は、当該診療に要した時間が5分又は30分を超えたことが明らかであると判

　・断される精神療法を行った場合に限り、「○分超」などの記載でも差し支えない。

　また、医療観察通院精神療法の「イ」を算定する場合にあっては、診療報酬明

　細書の摘要欄に当該診療に要した時間を記載する。

（6）当該通院対象者の家族に対する医療観察通院精神療法は、当該家族に対し専

　門的見地から精神療法を行うことが当該通院対象者の社会復帰を促進するため

　に重要であると推定される場合に限り、週1回に限り算定する。このとき、当

　該通院対象者に対して医療観察通院精神療法を行った目と同一の目に別途行っ

　た場合も算定できる。ただし、当該通院対象者の病状説明、服薬指導等一般的

　な療養指導である場合は、算定できない。家族に対して医療観察通院精神療法

　を行った場合は、診療報酬明細書の摘要欄に圏と記載する。

（7）医療観察通院精神療法を行った場合（家族に対して行った場合を含む。）は、

　その要点を診療録に記載する。

（8）rイ」は精神保健指定医又はこれに準ずる者（精神保健指定医であった医師及

　び旧精神衛生法に規定する精神衛生鑑定医であった医師をいう。）により初診時

　に医療観察通院精神療法が行われた場合に限り初診時にのみ算定できる。

　　なお、この場合においても他の初診時と同様に診療時間が30分を超えた場

　合に限り算定できる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

4　医療観察認知療法・認知行動療法

（1）医療観察認知療法・認知行動療法とは、入院（法のみならず精神保健福祉法等

　　に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者のうっ病等の気分障害の

　　患者に対して、認知の偏りを修正し、問題解決を手助けすることによって治療

　　することを目的とした精神療法をいう。



（2）医療観察認知療法・認知行動療法は、一連の治療計画を策定し、患者に対し

　て詳細な説明を行った上で、当該療法に関する研修を受講するなど当該療法に

　習熟した指定通院医療機関の医師によって30分以上の治療が行われた場合に

　算定する。

（3）一連の治療につき16回を限度として算定する。

（4）医療観察認知療法・認知行動療法と同一目に行う他の医療観察精神科専門療

　法は、別に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定した

　月において、医療観察認知療法・認知行動療法の前後に医療観察精神科訪問看

　護・指導を行った場合については、この限りではない。

（5）医療観察認知療法・認知行動療法の実施に当たっては、厚生労働科学研究班

　作成のrうつ病の認知療法・認知行動療法マニュアル」（平成21年度厚生労働

　省こころの健康科学研究事業「精神療法の実施方法と有効性に関する研究」）を

　踏まえて行うこと。

5　医療観察通院集団精神療法

（1）医療観察通院集団精神療法とは、対象精神疾患を有する通院対象者に対して、

　治療計画に基づき、集団内の対人関係の相互作用を用いて、自己洞察の深化、

　社会適応技術の習得、対人関係の学習等をもたらすことにより病状の改善を図

　　る治療法をいう。

（2）医療観察通院集団精神療法は、指定通院医療機関において精神科を担当する

　医師と、1人以上の精神保健福祉士又は心理学に関する専門的知識及び技術に

　より、心理に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う能力を有する

　　と認められる者（以下r臨床心理技術者」という。）’により構成される2人以上

　の者が行った場合に限り算定する。

（3）1回に10人を限度とし、1日につき1時間以上実施した場合に、前期通院

　対象者通院医学管理料を算定した月に限り週2回を、それ以外の場合には週1

　回を限度として算定する。

（4）医療観察通院集団精神療法を実施した場合は、診療開始目、その要点を個々

　の通院対象者の診療録に記載する。

（5）医療観察通院集団精神療法と同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、

　別に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定した月にお

　いて、医療観察通院集団精神療法の前後に医療観察精神科訪問看護・指導を行

　つた場合にあっては、この限りではない。

6　医療観察精神科作業療法
（1）医療観察精神科作業療法は、精神障害者の社会生活機能の回復を目的としで

　行うものであり、実施される作業内容の種類にかかわらずその実施時間は通院

　対象者1人当たり1日につき2時間を標準とする。

（2）医療観察精神科作業療法は、1人の作業療法士が、通院対象者を含む精神障

　害者に対して当該医療観察精神科作業療法を実施した場合に、当該通院対象者



　について算定する。この場合の1目当たりの取扱い精神障害者数は、概ね25

　人を1単位として、1人の作業療法士の取扱い精神障害者数は1目2単位50

　人以内を標準とする。

（3）医療観察精神科作業療法を実施した場合は、その要点を個々の通院対象者の

　診療録に記載する。

（4）医療観察精神科作業療法に要する消耗材料及び作業衣等については、指定通

　院医療機関の負担とする。

7　医療観察精神科ショート・ケア

（1）医療観察精神科ショート・ケアは、精神障害者の社会生活機能の回復を目的

　　として個々の通院対象者に応じたプログラムに従ってグループごとに治療する

　　ものであり、実施される内容の種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者

　　1人当たり1目につき3時間を標準とする。

　　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じたプログラム

　の作成、効果の判定等に万全を期すること。

（2）医療観察精神科ショート・ケアは入院（法のみ塗らず精神保健福祉法等に基

　づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者に限り算定する。、

　　なお、医療観察精神科ショート・ケアを算定している通院対象者に対しては、

　同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は～別に算定できない。ただし、前

　期通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科ショート

　　・ケナの前後に●医療観察精神科訪問看護・指導が行われる場合にあっては、こ

　の限りではない。
（3）医療観察精神科ショrト・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精

　神科ナイト・ケアの届出を併せて行っている指定通院医療機関にあうては、医

　療観察精神科ショート・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科

　ナイト・ケアを各々の通院対象者に対して同時に同一施設で実施することがで

　きる。この場合、一医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケア

　を算定する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞれ実施されている場合

　に限り、それぞれ算定できる。

　　なお、同一目に実施される医療観察精神科ショート・ケアの通院対象者数と

　医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアの通院対象者数の

　合計は、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアの届出に

　係る通院対象者数の限度を超えることはできない。この場合において、医療観

　察精神科ショート・ケアの対象患者数の計算に当たっては、医療観察精神科デ

　イ・ケアの対象患者数の2分の1として計算する。

（4）医療観察精神科ショート・ケアに要する消耗材料等については、当該指定医

　療機関の負担とする。

（5）r注3」に掲げる医療観察通院前期・中期加算の対象となる通院対象者は、前

　期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定してい

　る通院対象者であって1入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入



院を含む。）中の者以外の通院対象者であること。

8　医療観察精神科デイ・ケア

（1）医療観察精神科デイ・ケアは精神障害者の社会生活機能の回復を目的として

　　個々の通院対象者に応じたプログラムに従ってグループごとに治療するもので

　　あり、実施される内容の種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当

　　たり1目につき6時間を標準とする。

　　　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じたプログラム

　の作成、効果の判定等に万全を期すること。

（2）医療観察精神科デイ・ケアは入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく曙

　全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者に限り算定する。

　　なお、医療観察精神科デイ・ケアを算定している通院対象者に対しては、同

　一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。ただし、前期

　通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科デイ・ケア

　の前後に医療観察精神科訪問看護・指導が行われる場合にあっては、この限り

　ではない。

（3）治療の一環として治療上の目的を達するために食事を提供する場合にあって

　は、その費用は所定点数に含まれる。

（4）「注3」に掲げる医療観察通院前期・中期加算の対象となる通院対象者は、前

　期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定してい

　る蝉院対象者であって、入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入

　院を含む。）中の者以外の通院対象者であること。

（5）同一の通院対象者に対して同］目に医療観察精神科デイ・ケアと医療観察精

　神科ナイト・ケアを併せて実施した場合は、医療観察精神科デイ・ナイト・ケ

　アとして算定する。

（6）医療観察精神科デイ・ケアに要する消耗材料等については、当該指定通院医

　療機関の負担とする。

9　医療観察精神科ナイト・ケア

（1）医療観察精神科ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特に必要があると判

　　断される場合に算定するものとする。

（2）医療観察精神科ナイト・ケアは精神障害者の社会生活機能の回復を目的とし

　　て行うものであり、その開始時間は午後4時以降とし、実施される内容の種類

　　にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1日につき4時間を標準

　　とする。

（3）医療観察精神科ナイト・ケアを算定している通院対象者に対しては、同一日

　　に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。

（4）その他医療観察精神科ナイト．・ケアの取扱いについては、医療観察精神科デ

　イ・ケアの取扱いに準じて行う。



10　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア
（1）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特に名要があ

　　ると判断される場合に算定するものとする。

（2）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは精神障害者の社会生活機能の回復を目

　的として行うものであり寸実施される内容の種類にかかわらず、その実施時間

　は通院対象者1人当たり1目につき10時間を標準とする。
（3）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観

　察精神科ナイト・ケアを行っている指定通院医療機関にあっては、医療観察精

　神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイ

　　ト・ケアを各々の通院対象者に対して同時に同一施設で実施することができる。

　この場合、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアを算定

　する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞれ実施されている場合に限り、

　それぞれ算定できる。

　　なお、．同一日に実施される医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを受ける通院

　対象者数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアを受け

　る通院対象者数の合計は、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科デイ

　　・ナイト・ケアの届出に係る通院対象者数の限度を超えることはできない。

（4）医療観察精神科ディ・ナイト・ケアを算定している通院対象者に対しては、

　同一目に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。

（5）その他医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの取扱いについては、医療観察精

　神科デイ’1ケアの取扱いに準じて行う。

11　医療観察精神科訪問看護・指導料
（1）医療観察精袖科訪問看護・指導料（1）は、精神科を担当している医師の指
　　　　　　　　　　　　ア　示を受けた指定通院医療機関（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者

　　の医療及び観察等に関する法律施行令（平成16年政令第310号。以下「令」

　　という。）第1条各号に掲げるものを除く。）の保健師、看護師、作業療法士又

　　は精神保健福祉士（以下r保健師等」という。）が、入院（法のみならず精神保

　健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者又はその家族

　等の了解を得て患家等を訪問し、個別に当該通院対象者又は家族等に対して看

　護及び社会復帰指導等を行った場合に算定する。

（2）「注3jに係る加算は、精神科を担当する医師が、複数の保健師等による患家

　等への訪問が必要と判断し、当該医師の指示を受けた指定通院医療機関（令第

　　1条各号に掲げるものを除く。）の複数の保健師等が、通院対象者又は家族等に

　対して看護及び社会復帰指導等を行った場合に算定する。

　　　なお、保健師又は看護師の訪問に、准看護師が同行した場合には、「注3」に

　係る加算が算定できる。

（3）医療観察精神科訪問看護・指導料（II）は、精神科を担当する医師の指示を

　受けた保健師等が、グループホーム又は医師若しくは看護師の配置を義務付け

　　られていない精神障害者社会復帰施設の了解の下にこれらの施設を訪問して、



　当該施設に入所し、かっ、指定通院医療機関で診療を行っている複数の通院対

　象者又はその介護を担当する者等に対して同時に看護又は社会復帰指導を行っ’

　た場合に算定する。

（4）（3）に規定する医療観察精神科訪問看護・指導は、1名の保健師等が同時に

　行う看護・指導の対象となる通院対象者等の数は5名程度を標準とし、1回の

　訪問看護・指導に8名を超えることはできない。

（5）医師は、保健師等に対して行った指示内容の要点を診療録に記載する。

（6）保健師等は、医師の指示に基づき行った指導の内容の要点並びに訪問看護・
　　　　　　　　　　　　じへ　指導を実施した際の開始時刻及び終了時刻を記録にとどめておく。

（7）「注6」に規定する交潭費は実費とする。

（8）医療観察精神科訪問看護・指導料を算定している通院対象者に対しては、同

　一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。ただし、前期

　通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科訪問看護・

　指導の前後に医療観察精神科ショート・ケア、医療観察精神科デイ・ケア、医

　療観察精神科集団療法又は医療観察認知療法・認知行動療法を行う場合にあっ

　ては、この限りではない。

12　医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料

（1）医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料は、精神科を担当する医師

　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ　が、持続性抗精神病注射薬剤を投与している入院（法のみならず精神保健福祉

　法等に基づく全て。入院を含む。）中の者以外の統合失調症を有する通院対象者’

　に対して、計画的な治療管琿を継続して行い、かつ、当該薬剤の効果及び副作

　用に関する説明を含め、療養上必要な指導を行った場合に、月1回に限り、当

　該薬剤を投与した日に算定する。

（2）持続性抗精神病注射薬剤とは、ハロペジドールデカン酸エステル、フルフェ

　ナジンデカン酸エステル及びリスペリドンをいう。

（3）医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理を行った場合は、治療計画及

　び指導内容の要点を診療録に記載する。

第3部　医療観察訪問看護

1　医療観察訪問看護基本料

（1）医療観察訪問看護を行う保健師、看護師又は作業療法士．（以下「看護師等」

　　という。）とは、次のいずれかに該当する者をいう。

　　　イ　精神科を標榜する健康保険法第63条第3項に規定する保険医療機関に

　　　　おいて、精神病棟又は精神科外来に勤務した経験を有する者

　　　ロー精神障害者に対する訪問看護の経験を有する者

　　　ハ　精神保健福祉センター又は保健所等における精神保健に関する業務の経

　　　　験を有する者

　　　二　専門機関等が主催する精神保健及び医療観察法制度に関する研修を修了

　　　　している者



（2）医療観察訪問看護基本料（1）は、法第104条の処遇に関する実施計画や当

　　該通院対象者にかかる通院対象者通院医学管理を行っている指定通院医療機関

　　の主治医の指示に基づき、令第1条に該当する指定通院医療機関（以下・「訪問

　　看護事業型指定通院医療機関」という。）の看護師等が、入院（法のみならず精

　　神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中以外の通院対象者又はその家族

　　等の了解を得て患家等を訪問して、個別に当該通院対象者又は家族等に対して

　看護又は療養上必要な指導を行った場合に算定する。

（3）医療観察訪問看護基本料（II）は、法第104条の処遇に関する実施計画や当

　該通院対象者にかかる通院対象者通院医学管理を行っている指定通院医療機関

　の主治医の指示を受けた看護師等が、グループホーム又は医師若しくは看護師

　の配置を義務付けられていない精神障害者社会復帰施設の了解の下にこれらの

　施設を訪問して、当該施設に入所し、かつ、指定通院医療機関による通院対象

　者通院医学管理を受けている複数の通院対象者又はその介護を担当する者等に

　対して同時に看護又は療養上必要な指導を行った場合に算定する。

（4）医療観察訪問看護基本料（II）は、1人の看護師等が1日に訪問する利用者の

　数は5名程度を標準とし、8名を超えることはできないこと。

（5）r注3」にかかる複数名訪問看護加算は、通院対象者通院医学管理を行ってい

　る指定通院医療機関の主治医が、複数名訪問看護が必要と判断し、当該主治医

　の指示を受けた訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が他の看護師等又

　・は准看護師と同時に訪問して、看護又は療養上必要な指導を行った場合に所定

　の区分に従い、算定する。
（6）訪問看護事業型指定通院医療機関に勤務する准看護師のみによる訪問看護は、

　医療観察訪問看護基本料の算定の対象とはならない。

（7）看護師等は、実施した医療観察訪問看護の内容の要点並びに実施した際の開

　始時刻及び終了時刻を記録にとどめておくこと。

（8）r注6」に規定する交通費は実費とする。

（9）医療観察訪問看護の実施時間は、1回の訪問につき、医療観察訪問看誰基本

　料（1）については30分から1時間30分程度、医療観察訪問看護基本料（H）

　については1時間から3時間程度を標準とすること。
（10）初回の訪問時においては、訪問看護記録書に、病歴、家族の構成、家庭での

　看護の状況、家屋の状況、’目常生活活動の状況、保健福祉サービスの利用状況

　等の概要を記入すること。
（11）毎回の訪問時においては、訪問看護記録書に、訪問年月日、対象者の病状、

　家庭等での看護の状況、実雄した医療観察訪問看護の内容、医療観察訪問看護

　に要した時間等の概要等を記入すること。

2　医療観察訪問看護管理料
（1）医療観察訪問看護管理料は、訪問看護事業型指定通院医療機関において医療

　観察訪問看護を行うにつき安全な提供体制が整備されており、医療観察訪問看

　　護を行っている訪問看護事業型指定通院医療機関が、通院対象者に係る訪問看・



　　護計画書及び訪問看護報告書を法第106条による精神保健観察を担当してい

　　る保護観察所及び通院対象者通院医学管理を実施している指定通院医療機関に

　　対して提出するとともに、当該通院対象者に係る医療観察訪問看護の実施に関

　　する計画的な管理を継続して行った場合に算定する。

（2）（1）の安全な提供体制の整備とは、以下の要件を満たすものであること。

　　イ　安全管理に関する基本的な考え方、事故発生時の対応方法等が文書化さ

　　　れていること。

　　　ロ　訪問先等で発生した事故、インシデント等が報告され、その分析を通じ

　　　た改善策が実施される体制が整備されていること。

（3）訪問看護事業型指定通院医療機関が行う通院対象者又はその家族等との電話

　連絡、居宅における療養に関する相談等、医療観察訪問看護の実施に関する計

　画的な管理（保護観察所を含む関係機関との連絡調整やケア会議が開催されて

　いない月の関係機関への情報提供を含む。）に要する費用は、医療観察訪問看護

　管理料に含まれる。

（4）法第106条による精神保健観察を担当している保護観察所及び通院対象者

　通院医学管理を実施している指定通院医療機関に対して訪問看護報告書を提出

　した場合は、当該報告書の写しを訪問看護記録書に添付しておくこと。ただし、

　訪問看護報告書と訪問看護記録書の内容が同一の場合は、訪問看護記録書に提

　出年月日を記録することでこれに代えることができる。

（5）1人の通院対象者に対し、訪問看護型指定通院医療機関が、他の訪問看護事

　業型指定通院医療機関又は訪問看護事業型指定通院医療機関を除く指定通院医

　療機関と医療観察訪問看護又は医療観察精神科訪問看護・指導の実施に関する

　計画的な管理を行う場合は、実施機関間において十分に連携を図ること。

（6）医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理に当たっては、「通院処遇ガイ

　ドライン」（平成17年7月14日障精発第0714002号）やr地域社会に
　おける処遇のガイドライン」（平成17年7月14目障精発第0714003号）

　を参考とすること。

3　医療観察訪問看護管理料

（1）医療観察訪問看護情報提供料は、保護観察所が開催するをア会議に訪問看護

　事業型指定通院医療機関の看護師等が出席し、保護観察所を含む関係機関に対

　　して通院対象者にかかる看護又は療養上必要な指導についての情報提供等を行

　　つた場合、ケア会議が開催された当該月に算定する。

（2）ケア会議が開催されていない月における通院対象者にかかる看護又は療養上

　必要な指導についての情報提供等については、医療観察訪問看護管理料に含ま

　れる。

（3）ケア会議を通じて、保護観察所を含む関係機関に対して情報提供した場合、

　　ケア会議開催目時、訪問看護事業型指定通院医療機関のケア会議出席者名、関

　係機関への情報提供の要点を訪問看護記録書に記録しておくこと。

（4）医療観察訪問看護情報提供料は、1人の通院対象者に対し、1つの訪問看護



型指定通院医療機関においてのみ算定できるものであること。したがって、同

．［の通院対象者について他の訪問看護型指定通院医療機関が医療観察訪問看護

を行っている場合、医療観察訪問看護情報提供料の算定には他の訪問看護型指

定通院医療機関と十分調整を図ること。



㊥
障精発0331第6号
平成22年　3月31目

　　都道府県
各　　　　　　精神保健福祉主管部（局）長　殿
　　指定都市

　　　　　　　　　　　　　　　　　’｛　　‘、“に」ナ’
厚生労働省社会・援護局　　　　　　’、＿．，．1，，ぎ

　障害保健福祉部精神・障害保健課長套薫韓ま弟

「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の

取扱いについて」の一部改正について

　標記については、本日、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及

び観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に

要する費用の額の算定方法の一部を改正する件」（平成22年厚生労働省告示第13

8号）が公布され、平成22年4月1日より適用されることとなったところである
が、一 ｱの実施に伴い、「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその

届出に関する手続の取扱いについて」（平成17年8月2目障精発第0802003
号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長通知）の一部を別添新

旧対照表のとおり改正することとしたので、貴管内市町村を含め関係者、関係団体

に対する周知方につき配慮されたい。





㊨
障精発0331第7号
平成22年　3月31日

各地方厚生局健康福祉部長　殿

厚生労働省社会・援護局　　　　　　，1、，

　障害保健福祉部精神・障害保健課長1’

「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の

取扱いについて」の一部改正について

　標記については、本目、「心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及

び観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に

要する費用の額の算定方法の一部を改正する件」（平成22年厚生労働省告示第13

8号）が公布され、平成22年4月1目より適用されることとなったところである

が、この実施に伴い、「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその

届出に関する手続の取扱いについて」（平成17年8月12日障精発第0802003
号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長通知）の一部を別添新

旧対照表のとおり改正することとしたので、貴管内指定医療機関に周知するととも

に、関係制度の円滑な実施について遺漏なきを期されたい。





別添

新旧対照表

（新）

基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関
する手続の取扱いについて

第1～第2　　（略）
第3　施設基準
通則　施設基準の届出に当たって、入院対象者の数及び看護要員の数
　　等の取扱いについては、「基本診療料の施設基準等及びその届出
　　に関する手続きの取麦いについて（’成22年3月5日保医発0
　　305第2号）　別添2入究基本ミ等の施設基準等　2病院の入

一の例によること。1　入院対象者入院医学管理料
（1）入院対象者入院医学管理料に関する施設基準　　　（略）
2　通院対象者通院医学管理料
（1）通院．対象者通院医学管理料に関する施設基準
　①～③　　　（略）

　④　当該指定通院医療機関は、医療観察精神科デイ・ケア及び
　　　医療観察精神科訪問看護・指導を実施できる体制を整えてい
　　　るか、若しくはそのような他の指定通院医療機関との連携体
　　　制を有していること。また、通院対象者の急性増悪等による
　　入院における診療に対処するため、当該指定通院医療機関の
　　　1っの精神病棟における常勤の看護師若しくは准看護師の数
　　　が、当該病棟の入院患者数の3若しくはその端数を増すごと
　　　に1以上であり、かっ、当該病棟の看護師の割合が4割以上
　　　であるか、又は前述と同等の機能を有する医療機関との連携
　　　体制を有していること。ただし、当該指定通院医療機関にお
　　　ける精神障害を有する者に対する医療及び保護の体制、’当該
　　　指定通院医療機関の管理運営の状況、当該指定通院医療機関
　　　の地域における役割等を勘案し指定通院医療機関として指定
　　　することが適当であると認められる医療機関については、こ
　　　の限りでないこと。
　⑤　　　（略）
（2）　～　（3）　　　　　（皿各）

3　医療観察精神科作業療法

（傍線の部分は改正部分）

（旧）

禦鱗欝職神科専門療法の施設基準及びその届出に関

第1～第2　　（略）
第3　施設基準

馴懸蕪講欝灘1
農糠関する施設基準㎝各）
2　通院対象者通院医学管理料
（1）通院対象者通院医学管理料に関する施設基準
　①～③　　　（略）

　④　当該指定通院医療機関は、医療観察精神科デイ・ケア及び
　　医療観察精神科訪問看護・指導を実施できる体制を整えてい

　　態惹鷹野錠驚麟騰讐撫蓬難
　　入院における診療に対処するため、当該指定通院医療機関の
　　　真っの登神病棟における常勤の看護師若しくは准看講師の数
　　力≧、当該病棟の入院患者数の迦3若しくはその端数を増す
　　　ことに1以上であり、かつ、当該病棟の看護師の割合が4割
　　以上であるか、又は前述と同等の機能を有する医療機関との
　　蓬携体制を有していること。ただし、当該指定通院医療機関
　　に謹ける精神障害を有する者に対する医療及ぴ保護の体制、
　　　当該指定通院医療機関の管理運営の状況、当該指定通院医療
　　機関の地域における役割等を勘案し指定通院医療機関として
　　指定するこ≧が適当であると認められる医療機関について
　　　は、この限りでないこと。
　⑤　　　（略）
（2）～（．3）　　　（略）

3　医療観察精神科作業療法



（1）医療観察精神科作業療法に関する施設基準
　①　　　（略）

　②
　　すること。

　③

り
斥
淵

あ
の
察

で
他
観

と
、
療

こ
て
医

う
い
　
　
④

（2）

4～9

と。

）
）
各
各
m
円
m
四

（
（

別添　　　（略）

様式1～2　　（略）

療法に関する施設基準

@士1人に対して、1日」堕人を標準と

ﾉめにふさわしい専用の施設を有してお
ﾌ広さは、作業療法士1人に対して50
とすること。なお、当該専用の施設ぼ「
施している時間帯において「専用　とい
療法を実施する時間帯以外の時間帯にお
用することは差し支えない
一業療法を行うために必要な専用の器械・

ﾕと当該療法の目的に応じて具備するこ

創作活動（手工芸、絵画、音楽等）日常
生活活動（調理等）、通信・コミュニケ
ーション・表　活動（パーソナルコンピ

ュー ^等によるものなど、各種余暇・
身体活動（ゲーム、スポーツ、　芸等）、

職　関連活動等

（1）医療観察精神科作業療法に関する施設基準
　①　　（略）

②す愛重響作業療法士・人に対して・・目皿人を標準と

③’作糎法を行うためにふさわしい専用の施設を有してお
　　り・当該専用の施設の広さは、作業療法士1人に対して75
　　平方〆一トルを基準とすること。　　　　　　一　　一

④器鷺騰糠難乞うために必要な専用の器械・

（2）

4～9

作業名 器具等の基準（例示）

手　　工　　芸 織機、編機、ミシン、ろくろ等

木　　　　工 作業台、塗装具、工具等

β　　　　刷 巨利機具、タイプライター磐

田常生活動 各種日常生活動作用設備

’又は　芸 具又は園芸用具等

）
）
略
略
（
（

別添　　　（略）

様式1～2　　（略）



様式3

通院対象者通院医学管理料の施設基箪に係る届出書添付書類

医療機関の概要 病床数　　　　　床
一・り一一－一一一一一一一一『一一一一“一一蒔一一一隔－，曙一一一艸．一一・．一一．・一．・一一一・一・q一一帰一－－一一一．・・一．．一一．一・－・

精神保健指定医　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人
一一一一－一一一艸一■．一一・一』－－－一一．一噂一畳甲一－一・哨一一一一一専一曙嘱－－r昌一一．一一一一一．・－一・．一階一一・．…　　嗜一．一．一

看獲師　　　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人
’

一一一一一一一一一一一一一』一』」一‘一・一一一一一一』一r－－一一一一一一一一一一一一一…　　一一一・一一一一一r．・－一．．・一一一一一一昌・一一

@作業療法士　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人
一一一一嗜一一，－一一一一。・・一一・艸蝿一一一縣．一一・一一・．一一－ 宙鼈齦�O．一．－一婦一一一岬・．｝・■一一一一一甲一．一辱．．一一．一一一．
@精神保健福祉士　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人一一一一．甲・一一一－一一－一一“・『’」一一一一一一一一・一一』一■一昌q一一一一一一畠“一一一一一一・．一．一“一一一畳．一一一一一・一一．・燭一一

@臨床心理技術者　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

当該医療機関におけ

髏ｸ神病棟の入院基

{料等の届出区分

　　　　　　　　　：
ｸ神病棟入院基本料：区分　1　2　3　4　5　　　　　　　　　：　　　　　　　　　1　　盟　　　　　　　　　：　　　　　　　　　1

一一一一一一一一一一一一一・ p一・一一一一一一一一4一一一・一一・一＿＿＿一＿＿＿＿＿＿特定入院料　　　　　：区分　精神科救急入院料　1　2　　　　　　　　　：　　　　　　　　　1　　精神科急性期治療病棟入院料　1　2

輔　一　．　‘　一　一　一　一　一　一　輯　●　輯　一　一　一　－　●　一　“　一　一　－　一

　　　　　　　　　　1　　精神療養病棟入院料　　　　　　　　　　：q”””””””一””’”’』’”””’””””’””一一一一一一一・r…一…」一一

当該施設基準を下回 医療機関名

っている場合の連携 所在地

医療機関 担当医師の氏名

多職種チーム会議 開催予定回数　（　）回／週・月・年
参加メンバー　　（氏名・職種）

一

■

ケア会議 参加予定メンバー　　（氏名・職種）

●

訪問看穫の体制 担当医師数　　　　人　　看護師数　　　　　人　その他　　　　人
雫　・　軸　一　一　一　－　嚇　一　一　一　岬　帰　一　』　一　一　一　一　軸　一　●　一　一 』一一一一一一一一一』』●一一一一－一一－一一一‘一一一一■一●●督一一一一一，』■一－一一一一－一一一一一一甲一■－一●●一●■一一一一■一章一一

訪問着獲の体制 連携訪問着獲ステーション名

がない場合の連携 所在地

体制 看護師数　　　　　人

精神科デイ・ケア 医科診療報酬点数表による届出の有無　有・無

の体制

－　－　騨　甲　“　‘　り　一　．　一　一　A　一　一　　一　一　r　一　一　一　　一　一　一　嶋 一一軸　一一　一一一　一　一　一一　一一　畠一－　』一一・　一　一一　一　一　一一　r尋　・　一一一一　一一一一一⇔－一畠一一一●－一一一一　一　一一　一一　一一一一一r一一　一－．　●　．一　一一

精神科デイ・ケア 医療機関名

の体制がない場合 所在地

の連携体制 医科診療報酬点数表による届出の有無　有・無

緊急時の連絡・対応方法

注）緊急時の連絡・対応方法についての患者等への説明文書の例嫁、参考書類を添付すること．

様式3

通院対象髄院医学鯉料の施縄準に係る届賂鮒鱒

医療機関の概要 　病床数　　　　　　床

膿鰹三茎舞三ヨiヨ炎三1瓢三菱三三三

一憾窮盤一一一差塑＿一一．．．ム．一．．斐簿．．．．＿．ム．．＿．．．．．．．．．

濃慧欝妻一・鴛一…一一倹一一輩鑑一…一倹一一…一一…一

当該医療機関におけ

る精神病棟の入院基

本料等の届出区分

当該施設基準を下回

りている場合の連携

医療機関

多職種チーム会議

ケア会議

訪問看護の体制

訪問看護の体制

がない場合の連携

体制

精神科デイ・ケア

の体制

精神科デイ・ケア

の体制がない場合

の連携体制

　　　　　　　　　　＝
　精神病棟入院基本料i区分　1　2　3　4　5　6　7

　　　　　　　　　　：　　　　　l　　　　l
’。

D天醐’”’””” K券督辮蔽憲天薦一…・…一・………一一・

　　　　　　　　　　i　　糊神科急性期治療病棟入院料　1　2

　　　　　　　　　　1　　精神療養病棟入院料　　　　　1　2一
’””””’”””””’”＾一””・一一一一…一一一一一一・一＿＿．．＿．．＿．．一『．曙．

　医療機関名

　所在地

　担当医師の氏名

開催予定回数

参加メンバー
（　）回／週・月・年
（氏名・職種）

参加予定メンバマ　　（氏名・職種）

担当醐数　人種師数　　人その他　人
連携訪問着蔑ステーション名

所在地

看護師数　　　　　人

医科診療報酬点数表による届出の有無　有・無

医療機関名

所在地

医科診療報酬点数表による届出の有無　有・無

緊急時の連絡．・対応方法

注）緊急時の連絡卜対応方法についての儲等への説明畑の鵬、参考鏑を添付すること．



様式4～6 （略）

様式4～6 （略）



様式7 様式7

通院対象者社会復帰連携体制強化加算の施設基準に係る届出替添付資料

専　任 名 専　任 名
作業療法士 常

勤 非専任 名

非
常
勤 非専任 名

専　任 名 専　任 名

従
　
事
　
者
　
数

精神保健
氈@　祉　　士

常
勤 非専任 名

非
常
勤
．
非専任 ●名

専　任 名 専　任 名臨床心理

Z術者等
常
勤 非専任 名

非
常
勤 非専任 名

過去3年間の
��齊ﾀ績

・同時期に3名以上の受入れ実績について
@受入れ時期
@　　年　　月　　日　　　～　　　　年　　月　　日

通院対賭雌復髄携体制強化力・算の施継靴係る届路鮒鄭1

作業療法士 常
勤

専　任 名 専　任 名

非専任 名

非
常
勤 非専任 名

従
　
事
　
者
　
数

精神保健

氈@祉　士
常
勤

専　任 名 専　任 名

非専任 名

非
常
勤 非専任 名

臨床心理

Z術者等
常
勤

専　任 名 専　任 名

非専任 名

非
常
勤 非専任 名

・同時期に3名以上の受入れ実績

亀
過去3年間の
��寛ﾀ績 ・受入れ時期

@　年　　月　　日　　　～　　　　年　　月　　日



様式8 （略）

様式8 （略）



（参考：改正後全文）

障精発第0802003号
平成17年8月2目

一　　　部　　　改　　正

障精発第1116003号
平成17年11月16目

一　　　部　　　改　　正

障精発第03310●03号

平成20年3月31目

一　　　部　　　改　　正

障精発第0331001号
平成21年3月31目

一　　　部　　　改　　　正

障精発0331第6号
平成22年3月31目

　　都道府県
各
　　指定都市

精神保健福祉主管部（局）長　殿

厚生労働省社会・援護局

　障害保健福祉部精神・障害保健課長

基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の取扱い

について

　標記については、本日「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費

用の額の算定方法（平成17年厚生労働省告示第365号）が公布され、本日から適用
されることとなったところであるが、指定医療機関からの届出を受理する際の留意事項

は下記のとおりであるので、貴管内市町村を含め関係者、関係団体に対する周知方につ

き配慮されたい。



記

第1　届出に関する手続

1　各施設基準に係る届出を行おうとする指定医療機関の開設者は、当該指定医療

　機関の所在地を管轄する地方厚生局長に対して、別添の当該施設基準に係る届出

　書を正副2通提出するものであること。

2　届出書の提出があった場合は、届出書を基に、r基本診療料及び医療観察精神科

　専門療法の施設基準等入院料等の施設基準」（平成17年厚生労働省告示第366

　号）及び本通知に規定する基準に適合するか否かについて要件の審査を行い、記

　載事項等を確認した上で受理又は不受理を決定するものであること。また、補正

　が必要な場合は適宜補正を求めるものとする。

　　なお、この要件審査に要する時間は原則として2週間以内を標準とし、遅くと

　も概ね1ヶ月以内（提出者の補正に要する期間は除く。）とするものであること。

3　基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準に係る届出を行う指定医療

　機関が、当該届出を行う前6ヶ月間において、心神喪失等の状態で重大な他害行

　為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成15年法律第110号。以下

　「法」という。）一第85条第1項、健康保険法（大正11年法律第70号）第78

　条第1項．（同項を準用する場合も含む。）及び老人保健法（昭和57年法律第80

　号）第31条第1項の規定に基づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬に関し、・

　不正又は不当な行為が詔められた保険医療機関である場合にあっては、当該届出

　の受理は行わないものであること1

　　なお・「診療内容耳は診療報酬の請求に関し、不正又は不当な行為が認められた

場合」とは、r保険医療機関及び保険医等の指導及び監査について」（平成7年1

　2月22日保発第117号厚生省保険局長通知）に規定する監査要綱に基づき、

戒告若しくは注意又はその他の処分を受けた場合をいうものとする。

4　届出の要件を満たしている場合は届出を受理し、次の受理番号を決定し、提出

者に対して副本に受理番号を付して通知するとともに、当該指定医療機関の所在

する都道府県にある社会保険診療報酬支払基金支部に対して受理番号を付して通

．知するものであること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（入処医管）第○○号入院対象者入院医学管理料

通院対象者通院医学管理料

通院対象者社会復帰連携体制強化加算

医療観察精神科作業療法

医療観察精神科ショート・ケアr大規模なもの」

医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」

医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」

医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」

医療観察精神科ナイト・ケア

医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

　（通処医管）第○○号

　（通社連強）第○○号

（医精神作業）第○○号

（医精ショ大）第○○号

（医精ショ小）第○○号

（医精デイ大）第○○号

（医精デイ小）第○○号

（医精ナイト）第○○号

（医デイナイ）第○○号

5　要件審査を終え、届出を受理した場合は、届出目に遡って算定することができ



　るものとする。

6　届出の不受理の決定を行った場合は、速やかにその旨を提出者に対して通知す

　るものであること。

第2　届出受理後の措置

1　届出を受理した後において、届出の内容と異なった事情が生じた場合には、指

　定医療機関の開設者は遅滞なく変更の届出等を行うものであること。次に掲げる

　事項についての一時的な変動については、この限りではないこと。

（1）医師と法第42条第1項第1号又は第61条第1項第1号の決定により入院
　　している者（以下r入院対象者」という。）の比率については、－歴月で3か月を

　一超えない期間の1割以内の一時的な変動。

（2）看護師と入院対象者の比率については、歴月で1か月を超えない期間の1割

　　以内の一時的な変動。

（3）作業療法士、精神保健福祉士及び心理学に関する専門的知識及び技術により一、

　　心理に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う能力を有すると認め

　　られる者（以下「臨床心理技術者」という。）と入院対象者の比率については、

　　歴月で3か月を超えない期間の1割以内の一時的な変動。

2　基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準に適合しないことが判明し、

所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出は無効となるものである

が、その際には指定医療機関に弁明を行う機会を与えるものとすること。

3　届出事項については、地方厚生局において閲覧に供するとともに、指定医療機

関においても院内の見やすい場所に届出内容の掲示を行うよう指導するものであ

　ること。

第3　施設基準
通則　施設基準の届出に当たって、入院対象者の数及び看護要員の数等の取扱いに

　　ついては、「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いにつ

　　いて（平成22年3月5目保医発0305第2号）」別添2入院基本料等の施設

　　基準等第2病院の入院基本料に関する施設基準4の例によること。

1　入院対象者入院医学管理料

（1）入院対象者入院医学管理料に関する施設基準

　①当該指定入院医療機関の専ら入院対象者に医療を実施するための病棟に係

　　　る病床は全て個室で、床面積は10平方メートル以上であり、以下に掲げる

　　施設を有していることを標準とする。ただし、病院の病棟の一部であって、

　　法第42条第1項第1号又は第61条第1項第1号の決定を受けた者であっ
　　　て集中的な治療を要する者を入院させるための精神病床（14床を超えない

　　　ものに限る。）により構成される病棟（以下「小規格病棟」という。）にあっ

　　　てはこの限りでない。

　　　ア　2カ所以上の診察室



1．

・
ブ
⊥

ξ
⊥

②

　議」、r新病棟運営会議」、r新病棟倫理会議」、r新病棟治療評価会議」及び「地

　域連携を確保するための会議」が設置され、定期的に開催されていること。

③　緊急時の対応のため、r事故・火災発生対応マニュアル」及びr無断退去等

　対応マニュアル」が整備されていること。

④　無断退去を防止するため、安全管理体制が整備されていること。

⑤　当該入院医学管理の実施等については、r指定入院医療機関運営ガイドライ

　ン」（平成17年7月14目障精発第0714001号）を参考とすること。
⑥　病院の病棟の一部に小規格病棟を有している場合においては、小規格病棟

　に勤務する常勤看護師として、当該小規格病棟の入院対象者の数に1．3を

　乗じた数以上を配置すること。なお、当該常勤看護師については当該医療機

　関の病棟における小規格病棟以外の部分に係る看護職員として算定してはな

　．らないこと。

（例）60床からなる精神病棟入院基本料3の届出を行っている病棟の場合

小規格病棟を有さない場合

（a）　元来の看護職員の最小必要員数

　60人　×　1／3　ニ　20人
（b）　元来の看護職員の最小必要員数（精神病棟入院基本料3は、看護職員

　　のうち看護師40％以上が基準）

　20人　×　40％　＝　8人
小規格病棟10床を設ける場合

（c）　小規格病棟に勤務する常勤看護師の数

　10人　×　1．3　＝　13人
’（d）　　（c）以外の看護職員の数

　50人　×　1／3　＝・16．7人≒　17人
（e）　看護職員の合計必要数

　13人　＋　17人＝　30人
（f）　看護師の最小必要員数

　17人　×　40％　十　13人二　19．8人≒　20人
⑦　100人以上の患者を入院させるための施設を有し、その診療科名中に内

　科、外科、婦人科、眼科及び耳鼻いんこう科を含む病院において、．当該病棟

　における常勤の作業療法士、精神保健福祉士及び臨床心理技術者の数の合計

　が1に当該病棟の入院対象者の数が5又はその端数を増すごとに1を加えた

　数に満たない場合にあっては、入院対象者の状態に応じた入院医学管理を行

　うにつき以下の体制を整備していること。

　ア　重度の身体合併症を有する対象者については、他の診療科等と連携し、

　　酸素吸入装置・吸引装置等を有する処置室

　　床面積10平方メートル以上の保護室

　　集団精神療法室、作業療法室

　　入院対象者が使用できる談話室、食堂、面会室、浴室及び公衆電話

　当該指定入院医療機関には、医療の質を確保するため、r新病棟外部評価会

イ

ウ

エ

オ



精神障害の治療と相まって、身体合併症に対する適切な医療を提供できる体

制を確保していること。

イ　重度の身体合併症を有さない対象者（治療により身体合併症が治療した

者を含む。）については、当該対象者の社会復帰を促進するために適当な指

定入院医療機関に当該対象者を転院させるための必要な連絡調整を行うなど、

、他の指定入院医療機関との綿密な連携を確保していること。

（2）急性期入院対象者入院医学管理料の入院対象者

　　　r入院処遇ガイドライン」（平成17年7月14日障精発第0714001号。

　以下r処遇ガイドライン」という。）に示される、r急性期の到達目標」の各項

　　目を満たした又はそれに準ずる状態であると指定入院医療機関の新病棟運営会

　議において判断されたことがなく、かつ、入院後間もない期間であって、当該

　医療機関の管理者により、急性期における医療を提供する必要性があると認め

　られた入院対象者であること。

（3）回復期入院対象者入院医療管理料の入院対象者

　　処遇ガイドラインに示される、r急性期の到達目標」の各項目を満たした又は

　それに準ずる状態であると指定入院医療機関の新病棟運営会議において判断さ

　れ、指定入院医療機関の管理者により、回復期における医療を提供する必要性

　があると認められた入院対象者であること。

（4）社会復帰期入院対象者入院医療管理料の入院対象者

　　処遇ガイドラインに示される、r回復期の到達目標」の各項目を満たし又はそ

　れに準ずる状態であると指定入院医療機関の新病棟運営会議において判断され、

　指定入院医療機関の管理者により、社会復帰期における医療を提供する必要性

　があると認顔られた入院対象者であること。

（5）急性期入院対象者入院医学管理料に係る施設基準

　　入院対象者の入院決定日を起算日として91日以上180目以内の期間であ

　り、以下のいずれも満たしていること。

　①隔離又は身体拘束が行われている状況下で当該医療機関内に設置された行

　　動制限最小化委員会による評価を受けてから7日以内であること。

　②　入院対象者の同意によらない医療行為が行われている状況下で当該医療機

　　関に設置された新病棟倫理会議による評価を受けてから7日以内であること。

（6）届出に関する事項

　　入院対象者入院医療管理料の施設基準に係る届出は、別添の様式1及び様式

　1－2、当該病棟に従事する医師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・

　非専従の別）及び勤務時間を様式2を用いること。なお、注2に該当レた場合

　についても同様式を用いて届け出ること。また、当該病棟の配置図及び平面図

　を添付すること。

2　通院対象者通院医学管理料

（1）通院対象者通院医学管理料に関する施設基準



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞
　　　①　当該指定通院医療機関に、作業療法士、精神保健福祉士又は臨床心理技術

　　　　者が1名以上配置されていること。

　　　②　当該指定通院医療機関には、医療の質を確保するためr多職種チーム会議」

　　　　が設置され、定期的に開催されていること。また、保護観察所が設置するrケ

　　　　ア会議」に参加し、処遇の実施計画に協力するなど緊密な連携体制が整備さ

　　　　れていること。

．　③法第42条第1項第2号又は第51条第1項第2号による決定を受けた対
　　　　象者（以下r通院対象者」という。）’の病状急変等により、通院対象者又はそ

　　　　の看護に当たっている者か．ら電話等によって治療上の意見を求められた場合

　　　　に常時対応できる体制があること。’

　　　④　当該指定通院医療機関は、医療観察精神科デイ・ケア及び医療観察精神科

　　　　訪問看護・指導を実施できる体制を整えているか、若しくはそのような他の

　　　　指定通院医療機関との連携体制を有してい’ること。また、通院対象者の急性

　　　　増悪等による入院における診療に対処するため、当該指定通院医療機関の1

　　　　つの精神病棟における常勤の看護師若しくは准看護師の数が、当該病棟の入

　　　　院患者数の3若しくはその端数を増すごとに1以上であり、かつ、当該病棟

　　　　の看護師の割合が4割以上であるか、又は前述と同等の機能を有する医療機

　　　　関との連携体制を有していること。ただし、当該指定通院医療機関における

　　　　精神障害を有する者に対する医療及び保護の体制、当該指定通院医療機関の

　　　　管理運営の状況、当該指定通院医療機関の地域における役割等を勘案し指定

　　　　通院医療機関として指定することが適当であると認められる医療機関につい

　　　　ては、この限りでないこと。

　　　⑤　通院医学管理の実施等については、r指定通院医療機関運営ガイドライン」

　　　　　（平成17年7月．14目障精発第0714001号）を参考とすること。
　　（2）通院対象者社会復帰連携体制強化加算に関する施設基準

　　　①r通院対象者を常時3名以上受け入れる体制を確保していること」とは、過

　　　　去3年間において同時期に、通院対象者を3名以上受入れた実績があり、か

　　　　つ、地方厚生局等からの受入れに関する協力要請があった時点において、現

　　　　に受入れている通院対象者が3名に満たない場合に、受け入れ要請に応じる

　　　　ことができる体制であること。

　　　　　なお、地方厚生局等からの受入れに関する協力要請があった時点において、

　　　　現に受入れている通院対象者が3名以上の場合にあっても、できるかぎり受

　　　　入れ要請に応じることが望ましい。

　　　②　当該指定通院医療機関に専任の作業療法士、精神保健福祉‡又は臨床心理

　　　　技術者を2名以上配置していること。

　（3）届出に関する事項

　　　　通院対象者通院医学管理料の施設基準に係る届出は、別添の様式3を、通院

　　　対象者社会復帰連携体制強化加算の施設基準に係る届出は様式7を、当該治療

　　　に従事する作業療法士、精神保健福祉士又は臨床心理技術者の氏名、勤務の態

　　　様（常勤・非常勤、専任・非専任の別）及び勤務時簡に係る届出は様式8をそ



れぞれ用いること。

9　医療観察精神科作業療法

（1）医療観察精神科作業療法に関する施設基準

　①作業療法士は、専従者として最低1人が必要であること。

　②　患者数は、作業療法士1人に対して、1目50人を標準とすること。

　③作業療法を行うためにふさわしい専用の施設を有しており、当該専用の施

　　設の広さは、作業療法士1人に対して50平方メートルを基準とすること。

　　なお、当該専用の施設は、精神科作業療法を実施している時間帯において「専

　　用」ということであり、当該療法を実施する時間帯以外の時間帯において、

　　他の用途に使用することは差し支えない。

　④　医療観察精神科作業療法を行うために必要な専用の器械・器具を対象者の

　　状態と当該療法の目的に応じて具備すること。

　　　代表的な諸活動：創作活動（手工芸、絵画、音楽等）日常生活活動（調理

　　　　　　　　　　　等）、通信・コミュニケーション・表現活動（パーソナル

　　　　　　　　　　　コンピュータ等によるものなど）、各種余暇・’身体活動（ゲ

　　　　　　　　　　　ーム、スポーツ、園芸等）、職業関連活動等

（2）届出に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　’．

　　医療観察精神科作業療法の施設基準に係る届出は別添の様式4を、当該治療

　に従事する作業療法士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）

　及び勤務時間に係る届出は様式6をそれぞれ用いること。また、当該治療が行

　われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。

4　医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」

（1）医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」に関する施設基準

　　①　医療観察精神科ショート・ケアであって大規模なものを実施するに当たっ

　　　ては、その従事者及び1目当たり患者数の限度が次のいずれかであること。

　　　ア　精神科の医師及び専従する3人の従事者（作業療法士又は精神科ショー

　　　　ト・ケア若しくは精神科デイ・ケアの経験を有する看護師のいずれか1人、

　　　看護師1人、臨床心理技術者、精神保健福祉士のいずれか1人を含む。）の

　　　　4人で構成される場合にあっては、患者数は、当該従事者4人に対して1

　　　　回50人を限度とすること。

　　　イ　アに規定する4人で構成される従事者に、更に、精神科医師1人及びア

　　　　に規定する精神科医師以外の従事者1人を加えて、6人で従事者を構成す

　　　　る場合にあっては、患者数は、当該従事者6人に対して1回70人を限度

　　　　とすること。

　　②　医療観察精神科ショート・ケアを行うにふさわしい専用の施設（広さ60

　　　平方メートル以上とし、かっ、患者1人当たりの面積は4．0平方メートル

　　　を標準とする。）又は同等の面積を有する医療観察精神科デイ・ケア、医療観

　　　察精神科ナイト・ケア若しくは医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと兼用の



　　施設を有すること。

一（2）届出に関する事項

　　　医療観察精神科ショート・ケァr大規模なもの」の施設基準に係る届出につ

　いては別添の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、

　専従・非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式6をそれぞれ用い

　ること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は

　精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄

　に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を

　添付すること。

5　医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」

（1）医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」に関する施設基準

　①　精神科医師及び専従する1人め従事者（看護師、作業療法士、・精神保健福

　　祉士又は臨床心理技術者のいずれか1人）の2人で構成される場合には、患

　　者数は、当該従事者2人に対しては1回20人を限度とすること。なお、看

　　護師は精神科ショート・ケア又は精神科デイ・ケアの経験を有していること

　　が望ましい。

　②　．医療観察精神科ショート・ケアを行うにふさわしい専用の施設（広さ30

　　平方メートル以上とし・患者1・人当たりの面積は3・3平方メートルを標準

　　とする。）又は同等の面積を有する医療観察精神科デイ・ケア、医療観察精神

　　科ナイト・ケア若しくは医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと兼用の施設を

　　有すること。

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」の施設基準に係る届出につ

　いては別添の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、

　専従・非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式6をそれぞれ用い

　ること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は

　精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄

　に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を

　添付すること。

6　医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」

（1）医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」に関する施設基準

　①　医療観察精神科デイ・ケアであって大規模なものを実施するに当たっては、

　　　その従事者及び1目当たり患者数の限度が次のいずれかであること。

　　　ア　精神科医師及び専従する3人の従事者（作業療法士又は精神科ショート

　　　　・ケア、精神科デイ・ケアの経験を有する看護師のいずれか1人、看護師

　　　　1人及び臨床心理技術者又は精神保健福祉士のいずれか1人）の4人で構



　　　成される場合にあっては、患者数は、当該従事者4人に対して1目50人

　　　を限度とすること。

　　イ　アに規定する4人の従事者に、更に、精神科医師1人及びアに規定する

　　　精神科医師以外の従事者1人を加えて、6人で従事者を構成する場合にあ

　　　っては、患者数は、当該従事者6人に対して1目70人を限度とすること。

　②　医療観察精神科デイ・ケアを行うにふさわしい専用の施設又は医療観察精

　　神科ショート・ケア、医療観察精神科ナイト・ケア若しくは医療観察精神科

　　デイ・ナイト・ケアと兼用の施設を有しており、当該専用の施設の広さは、

　　60平方メートル以上とし、かつ、通院対象者1人当たりの面積は4．0平

　　方メートルを標準とすること。

　③　なお、医療観察精神科デイ・ケアと医療観察精神科ナイト・ケアを同一施

　　設で実施する指定医療機関にあっては、両者を同一時間帯に混在して実施し

　　てはならない。

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」の施設基準に係る届出について

　は別添の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専

　従・非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式6をそれぞれ用いる

　こと。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は

　精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄

　に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を

　添付すること。

7　医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」

（1）医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」に関する施設基準

　①精神科医師及び専従する2人の従事者（作業療法士、精神保健福祉士又は

　　臨床心理技術者等のいずれか1人、看護師1人）の3人で構成される場合に

　　ば、患者数は、当該従事者3人に対しては1目30人を限度とすること。
　　　　按お、看護師は精神科ショート・ケア又は精神科デイ・ケアの経験を有し

　　ていることが望ましい。

　②　医療観察精神科デイ・ケアを行うにふさわしい専用の施設又は医療観察精

　　神科ショート・ケア、医療観察精神科ナイト・ケア若しくは医療観察精神科

　　デイ・ナイト・ケアと兼用の施設を有しており、当該専用の施設の広さは、

　　　40平方メートル以上とし、かつ、通院対象者1人当たりの面積は3．3平

　　方メートルを標準とすること。

　③　なお、医療観察精神科デイ・ケアと医療観察精神科ナイト・ケアを同一施

　　　設で実施する指定医療機関にあっては、両者を同一時間帯に混在して実施し

　　　てはならない。

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」の施設基準に係る届出について



は別添の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専

従・非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式6をそれぞれ用いる

こと。

　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は

精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄

に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を

添付すること。

8　医療観察精神科ナイト・ケア

（1）医療観察精神科ナイト・ケアに関する施設基準

　①　精神科医師及び専従する2人の従事者（作業療法士又は精神科ショート・

　　　ケア、精神科デイ・ケア若しくは精神科ナイト・ケアの経験を有する看護師

　　　のいずれか1人及び看護師又は精神保健福祉士若しくは臨床心理技術者等の

　　いずれか1人）．の3人で構成される場合には、患者数は、当該従事者3人に

　　対して、1目20人を限度とすること。
　②　医療観察精神科ナイト・ケアを行うにふさわしい専用の施設又は医療観察

　　精神科ショート・ケア、医療観察精神科デイ・ケア若しくは医療観察精神科

　　デイ・・ナイト・ケアと兼用の施設を有しており、当該専用の施設の広さは、

　　　40平方メートル以上とし、かつ、通院対象者1人当たりの面積は3．3平

　　方メートルを標準とすること。

　③　なお、医療観察精神科デイ・ケアと医療観察精神科ナイト・ケアを同一施

　　設で実施する指定医療機関にあっては、両者を同一時間帯に混在して実施し

　　てはならない。一

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別添の様式5

　を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）

　及び勤務時間に係る届出については様式6をそれぞれ用いること。

　　なお、．精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は

　精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄

　に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を

　添付すること。

9　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

（1）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアに関する施設基準

　　①　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを実施するに当たっては、その従事者

　　及び1目当たり患者数の限度が次のいずれかであること。

　　　ア　精神科医師及び専従する2人の従事者（作業療法士又は精神科ショート

　　　　・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア若しくは精神科デイ・ナ

　　　　イト・ケアの経験を有する看護師のいずれか1人及び看護師、精神保健福

　　　祉士、臨床心理技術者又は栄養士のいずれか1人）の3人で構成する場合



　　　　にあっては、患者数が当該従事者3人に対して1目30人を限度とするこ

　　　　と。

　　　イ　精神科医師及び専従する3人の従事者（作業療法士又は精神科ショート

　　　　・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア若しくは精神科デイ・ナ

　　　イト・ケアの経験を有する看護師のいずれか1人、看護師又は准看講師の

　　　いずれか1人及び精神科ソーシャルワーカー、臨床心理技術者又は栄養士

　　　のいずれか1人）の4人で構成する場合にあっては、患者数は、当該従事

　　　者4人に対して、1目50人を限度とすること。

　　　ウ　イに規定する4人に、イに規定する精神科医師以外の従事者2人を加え

　　　て、6人で従事者を構成する場合にあっては、患者数は、当該従事者6人

　　　に対して、1日70人を限度とすること。ただし、．イにおいていずれか1

　　　人と規定されている従事者の区分ごとに同一区分の従事者が2人を超えな

　　　いごと。

　　　　なお、看護師又は准看護師の代わりに、1名に限り、看護補助者をもつ

　　　て充てることができる。

　②　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを行うにふさわしい専用の施設又は医

　　療観察精神科ショート・ケア、医療観察精神科デイ・ケア若しくは医療観察

　　精神科デイ・ナイト・ケアと兼用の施設を有しているものであり、当該施設

　　の広さは、40平方メートル以上とし、かつ、通院対象者1人当たりの面積

　　は3．3平方メートルを標準とすること。

　　　なお、当該施設には調理設備を有することが望ましい。

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別添の

　様式5ゑ、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専

　従の別）及び勤務時間に係る届出については様式6をそれぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ．・ケア、精神科ナイト・ケア又は

　精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄

　に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を

　添付すること。



別添

施設基準に係る届出書

届出番号

（届出事項）

［ ］の施設基準に係る届出

□　当該届出を行う前6月間において、地方厚生局に対して、心神喪失等の状態で重大な他書行為を行っ

　た者の医療及び観察等に関する法律第85条第1項、健康保険法第78条第1項及ぴ老人保健法第31条第

　1項の規定に基づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬の請求に関し、不正又は不当な行為が認めら

　れたことがないこと。

標記について、上記基準のすべてに適合しているので、別添の様式を添えて届出します。

平成 年 月 日

保険医療機関の所在地

及び名称

開設者名 印

殿

備考1

　　2
3

［　］欄には、該当する施設基準の名称を記入すること。

ロには、適合する場合rゾ」を記入すること。

届出書は、正副2通提出のこと。



様式1

入院対象者入院医学管理料の施設基準に係る届出書添付書類

｛

医療機関の概要
　病床数　　　　　　床一‘一一一一一一一一一一－督一＿輯＿一一r一一一一一一＿一』一一帰一－一一幽一噂一一一一一－響一一一，一一一，一一一帰一一一一一，一一一一一一層一一一

@精神保健指定医　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人＿＿帰一騨一一甲一一一一一一一－一甲一＿一一一一一一一r一婦一層再－一一帰一－一一帰一一一一一一一一一一一一一一一一一一一，一一雫一一甲一一一一』一騨

@薬剤師　　　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

当該病棟の概要 　病床数　　　　　　床＿一一一一一一一一一』＿一＿＿＿一一一一一一一一，辱一一＿一“一一一一＿＿一＿一一一＿＿一＿一一一一＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

@精神保健指定医　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人一一－一一葺q一一一一＿一一＿一一＿一軸一一一＿一一一一一一一一鱒一一一一一一』一卿一一一一一一－一－一一一一一一一一q一一一一一一一一一一一P一一，

@医師（指定医を含む）　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人一一一一一－一一＿一曲一一一一一一＿＿一一一一一一一一＿一＿一一一辱一一一一一一一－艸一。甲一－一一軸一一一一一一一一一一一一一一軸一一一一一藤一一一

@看護師　　　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人一一一一一一＿棒一一一一一一一一一＿一一一一一一一一一一一q一一一一一一一一一一一－一一一一一一一軸膚一一一－一一一一一一⇔一一一一一一一一一一一－一

@作業療法士一

@精神保健福祉士　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

@臨床心理技術者

当該病棟の構造設備
　個　室　　　室　　　床　1床当たり床面積　　　　　平方メートル一一一一，一一一一一一一一一一一一一一，一一一一一一一一一一－一一一一一一一一一一帰一ロー一一一一一層一一昌一一一軸一一－一一一一一，一一一一一“一一

@診察室　　　室帰一一一＿一一一噛一一一一一一一一一＿一一一一帰一＿＿一一一－－一一一一一－一一一一一一帰－一一一。一一一騨一岬一一一一一一一一一一一一“一一一一一一

@処置室　　　室

@常設されている装置・器具等の名称・台数等

@●揶鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈黶C一一－軸尋艸一一一一一一一一一一一一一一帰一一一一一一一一一一一，昌一一ローr一一一一一一一一一一一一一一一
@保護室　　　室　　　床　　1床当たり床面積　　　　　平方メートル””””””””””1”””””一’””””一’””””””’”””’”””””””

@集団精神療法室1　　　　　平方メートルー一一一一一一一一一一一一一一一一1一一一一一一一一一一一一一一”””一一一”一一一一一一一一一一一”一一一””一一［一

@作業療法室　　　：　　　　　平方メートル’”””””””””一：’””．”””””””’””””’”””””一’”””’”’””

@談話室　　　　　：　　　　平方メートル一一一一一一一一”一”1”””””””””一一一””、』”一”一””””一”””””一”

@食堂　　　　　　：　　　　平方メー，トル：浴室の有無　　　有・無一一一一一一一一一一卿一，一一一一一一一L一軸一軸一一，一一一一，一一一一一一一一一一一一、一一一－昌一一一，一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

@面会室　　　　　：　　　　平方メートル1公衆電話の有無　有・無　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　：

会議の設置状況 別紙

マニュアル関係 事故・火災発生対応マニュアルの有無　　有・無

ｳ断退去等対応マニュアルの有無　　　　有・無

当該病棟の安全管理

ﾌ制

　　　　　：
¥造設備面：　　　　　1一一一一一一十一一一一一一一一一一一一一一一一一一、一一一一一一一一一一””””’

@　　　　：@人員面　：　　　　　1

注1）有無については、いずれかに○で囲むこと。

注2）当該病棟の安全管理体制については、具体的に講じている安全管理体制を記載すること。

　　（例：無断退去等を防止するため、モニター及び保安照明を設置　等）



様式1－2

入院対象者入院医学管理料の施設基準に係る届出書添付書類

会議名 会議メンバー等

新病棟外部評価会議 開催予定回数　（　）回／週・月・年

Q加メンバー　　（氏名・職種）

@　●

@　●

@　●

@　■

新病棟 ﾕ営会議 開催予定回数　（‘　）回／週・月・年

Q加メンバー　　（氏名・職種）

@　●

@　●
@　●　　　　　－

@　●

新病棟倫理会議 開催予定回数　（　）回／週・月・年

Q加メンバー　　（氏名・職種）

@　●

@　■

@　●

@　●

新病棟治療評価会議 開催予定回数　（　）回／週・月・年

Q
力
1
メ
ン
バ
ー
　
（
氏
名
職
種
）
　
　
●
　
　
●
　
　
●
　
　
■

地域連携を確保するための会議 開催予定回数　（　）回／週・月・年

Q加メンバー　　（氏名・職種）

@　■

@　●

@　●

@　●



様式2

入院対象者入院医学管理を行う精神病棟に勤務する従事者の名簿

No 職　種 氏　　　名 勤　務　の　態　様 勤　務　時　間 備　考

囎勤｛弄義

｛製勤｛罪義

｛禦勤｛葬義

｛禦勤｛弄義

難勤｛雍義

｛籍勤｛弄罐

｛禦勤｛弄義

｛禦勤｛弄義

≦

｛籍勤｛弄護

｛難勤｛弄義

｛禦勤｛葬義

｛禦勤｛弄義

｛禦勤｛棄義

｛禦勤｛弄義

｛製勤｛弄義

｛難勤｛葬義

注）職種の欄には、医師、看護師等と記入すること。

！
＼



様式3
通院対象者通院医学管理料の施設基準に係る届出書添付書類

医療機関の概要
　病床数　　　　　　床癖　一　一　一　帰　一　一　一　一　＿　一　｝　一　一　一　－　一　一　一　一　一　一　一　軸　一　＿　一　署　一　一　“　一　偶　一　一　一　一　一　膚　一　一　一　一　一　r　働　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　曜　一　一　暢　一　一　督　一一　一　一　一　一　一　一　一　一　一

　精神保健指定医　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人一　一　一　一　一　一　』　齢　再　“　，　一　一　一　一　一　一　　し　一　一　“　一　一　一　一　一　一　一　一　一　幅　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　軸　一　輯　一　一　一　一　r　曙　一　一　一　一　幅　一　一　尋　一　一　一　一　辱　一　一　一　一　一　一　一　一　一　昌　一　一

　看護師　　　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－一層一ロー一一輯一一一一，層一一一一一一＝『一層一一一一一一一一一暑一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

@作業療法士　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人一　嚇　一　＿　一　一　＿　一　＿　一　一　一　一　一　一r一　一　＿　一　一　一　＿　輯　一　－　一　一　一　一　一　一　一　一　燗』一　一　一　再　一　一　一　一　一　一　輯　一　一　一　一　一　一　一　一　一　■隔　一　一　一　一　帽し一　一　一　一　一　一　一　一　督　一　一　■卜－　．　申

@精神保健福祉士　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　、人一　一　一　一　再　艸　一　一　一　一　一　一　軸　一　＿　一　一　一　一　一　“　一　　一　一　一　一　一　一　一　－　一　一　－　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　嘩　一　一　一　一　r　一　　一　一　雫　，　一　一　一　一　一　一　一　輪　一　一　一　一　一　一　一　一　一　輔　一　書　一

臨床心理技術者　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

当該医療機関におけ

髏ｸ神病棟の入院基

　　　　　　　　　：
ｸ神病棟入院基本料：区分　1　2　3　4　5　　　　　　　　　：　　　　　　　　　1　　特別

本料等の届出区分
　　　　　　　　　　　：@　　　　　　　　　　1　　　（　　一　　　　　）一一”－一”””一一一ロー一”一一”了一一一一”一””一”一一”一一一一一”一一一”””一”一”””一一一一一一

特定入院料　　　　　：区分　精神科救急入院料　1　2
：：　　精神科急性期治療病棟入院料　1　2

一　　一　　鱒　　一　　一　　一　　韓　　一　　一　　一　　一　　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　督　　一　　一　　一　　一　　　一　　一

　　　　　　　　　　1　　精神科救急・合併症入院料　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　1　　精神療養病棟入院料　　　　　　　　　　：－一一＿一一一辱一一一一一一一一一一一一一一一一し一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－一一岬一一帰一暫一騨一一一一一一一一一一一一一一一一一

当該施設基準を下回 医療機関名

っている場合の連携 所在地

医療機関 担当医師の氏名

多職種チーム会議 開催予定回数　（　）回／週・月・年

参加メン不一　　（氏名・職種）

●

ケア会議 参加予定メンバー　　（氏名・職種）

●

訪問看護の体制 担当医師数　　　　人　　看護師数　　　　　人　その他　　　　人
一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　，　　－　　　－　　一　　－　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　甲 一　一　一　一　一　一　一　－　一　一　r　一　一　一　一　帰　一　一　一　一　甲　一　一　一　一　一　一　一　一　一　軸　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　景　一　一　一　一　り　壷　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　，　，　一　一　一　－　一　一　畳　，　一

訪問看護。体制 連携訪問看護ステーション名

がない場合の連携 所在地

体制 ’看護師数　　　　　人

精神科デイ・ケア 医科診療報酬点数表による届出の有無　有・無

の体制

一　　一　　鞭　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　甲　　一　　甲　　一　　り　　一　　一　　一　　一 一　一　昌　帰　　一　一　一　一　一　帰　　一　一　一　　一　一　　一　一　一　一　一　一　一　一　　一　一　　一　一　一　一　一　一　　－　　一　一　一　　ロ　一　一　一　一　，　一　　一　一　一　ロ　　一　一　一　一　　一　一　一　　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一

精神科デイ・ケア 医療機関名

の体制がない場合 所在地

の連携体制 医科診療報酬点数表による届出の有無　有・無

緊急時の連絡・対応方法

注）緊急時の連結・対応方法についての患者等への説明文書の例等、参考書類を添付すること。



様式4

　　　　　　　　　　　　　　　　　’
医療観察精神科作業療法の施設基準に係る届出書添付書類

専　従 名 専　従 名当該療法に

]事する
�ﾆ療法士

常
勤 非専従 名

非
常
勤 非専従 名

専　用　施　設　の　面　積 平方メートル

当該療法を行うために必要な専用の器械・器具の一覧

手　　工　　芸

木　　　　工

印　　　　刷

日常生活動作

農耕又は園芸



様式5

医療観察精神科［ ］ケアの施設基準に係る届出書添付資料

専　任 名 専　任 名

医　　　　師 常
勤 非専任 名

非
常
勤 非専任 名

専　従 名 専律 名

作業療法士 常
勤 非専従 名

非
常
勤 非専従 名

専　従 名 専　従 名経験を有する

ﾅ護師

常
勤 非専従 名

非
常
勤 非専従 名

専　従 名 専　従 名

看護師 常
勤 非専従 名

非
常
勤 非専従 名

専　従 名 専　従 名

従
　
事
　
者
．
数

准看護師 常
勤 非専従 名

非
常
勤 非専従 名

専　従 名 専　従 名精神保健
氈@　祉　　士

常
勤 非専従 名一

非
常
勤 非専従 名

専　従 ．　　　　　　名 専従 名臨床心理

Z術者等
常
勤 非専従 名

非
常
勤 非専従 名

専　従 名 専　従 名

栄　養　　士 常
勤 非専従 名

非
常
勤 非専従 名

専　従 ・　　名 専　従 名

看護補助者 常
勤 非専従 名

非
常
勤 非専従 名

専用施設の面積

患者1人当たり

平方メートル

ｽ方メートルー

注1）　［　］内には、ショート、デイ、ナイト又はデイ・ナイトと記入すること。

注2）経験を有する看護師とは、精神科ショート・ケアにあっては精神科ショート・ケア又は精神科

　　　デイ・ケアの経験を、精神科デイ・ケアにあっては精神科ショート・ケア又は精神科デイ・ケ

　　　アの経験を、精神科ナイト・ケアにあっては精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア又は精

　　　神科ナイト・ケアの経験を、精神科デイ・ナイト・ケアにあっては精神科ショート・ケア、精

　　　神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師を

　　　いう。



様式6

］に勤務する従事者の名簿［

No 職　種 氏　　　各 勤　務　の　態　様 勤　務　時　間 備　考

｛製勤｛弄義

｛製勤｛弄轟

｛禦勤｛弄義

｛難勤｛鶏瑳

｛禦勤｛弄義

｛禦勤｛弄義

｛難勤｛弄義

｛讐勤｛弄義

｛難勤｛弄義

｛禦勤｛弄義

｛難勤｛弄義

）
｛難勤｛鶏穫・

｛禦勤｛轟窪

｛難勤｛弄義

ノ

｛難勤｛弄義

｛難勤｛弄義

注）職種の欄には、医師、看護師等と記入すること。・、

、



様式7

通院対象者社会復帰連携体制強化加算の施設基準に係る届出書添付資料

専　任 名 専　任 名

作業療法士 常
勤 非専任 名

非
常
勤 非専任 名

専　任 名 専任 名

従
　
事
　
者
　
数

精神保健

氈@祉　　士

常
勤 非専任 名

非
常
勤 非専任 名

専　任 名 専　任 名臨床心理

Z術者等
常
勤 非専任 名

非
常
勤
． 非専任 名

過去3年間の
��齊ﾀ績

・同時期に3名以上の受入れ実績について
@受入れ時期
@　　年　　月　　日　　　～　　　　年　　月　　日



様式8

通院対象者社会復帰連携体制強化を行う精神病棟に勤務する従事者の名簿

No 職　種 氏　　　名 勤　務　の　態　様 勤　務　時　間 備　考

｛製勤｛弄専猛

｛禦勤｛鶏窪

｛難勤扉専径

｛禦勤｛轟径

｛製勤｛鶏径

｛製勤｛弄専径

｛禦勤｛鶏径

｛籍勤｛弄専径

｛禦勤｛鶏桂

｛禦勤｛弄専径

｛禦勤｛義窪

｛難勤｛鶏径

｛難勤｛鶏径

｛難勤｛罪専建

｛製勤｛轟径

｛製勤｛罪専桂

注）職種の欄には、作業療法士、精神保健福祉士又は臨床心理技術者と記入すること。




